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第12章 文書管理 
 

業務上作成した文書は文書管理規程等により定められた期間保存します。 

特に、衛生管理に関わる書類は、万が一事故が発生した場合などに原因を明らかにする際

に必要な書類です。学校給食衛生管理基準等に基づき適正に作成し、保存します。 

また、異動等で担当者が替わっても、円滑に業務が引き継がれるよう書類を整備し、確実

に後任に引き継ぐ必要があります。 

 

〇作成・保存する文書と、保存年限（例） 

分類 諸帳簿名 保存年数 

栄養管理 

給食日誌 ５ 

予定及び実施献立表 １ 

家庭配布献立表 ５ 

給与栄養量の記録 ５ 

献立作成委員会等の記録 ３ 

食に関する指導記録 ３ 

アレルギー対応食に関する記録 ３ 

栄養報告書(週報) ３ 

食育年間計画 ３ 

衛生管理 

学校給食衛生管理基準に基づく定期日常点検票 

（第１～８票） 
１ 

 検収票（簿）  （再掲） ５ 

 調理作業工程表・作業動線図 １ 

 実施献立表（再掲） １ 

 加熱温度記録簿 １ 

 学校給食従事者検便検査結果 １ 

 校給食従事者健康観察記録 １ 

 検食簿 １ 

 給食日誌（再掲） ５ 

 食品衛生監視指導票（保健所実施） １ 

物資管理 物資受入帳票 ５ 

 検収票（簿） ５ 

 基本物資需要申請書 ３ 

施設・設備管理 学校給食施設設備台帳 永年 

管理・運営等 開設届、変更届、廃止届 永年 

 報告書綴（控） １ 

 調査統計書綴 ３ 
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※諸帳簿の名称は異なる場合もあること。 

※「保存年数」は、文書発生年度の翌年からが起算となるため、文書発生年度中に廃

棄する文書の保存年数は「０年（もしくは１年未満）」等の表記となる。保存年数

１年の文書は、その翌年度の間は保存しておく必要があるので廃棄しないよう注意

すること。 

 

 

 

分類 諸帳簿名 保存年数 

会計関係 

給食収入・支出証拠書 ５ 

入札・契約関係書類 ５ 

発注書、納品書 １ 

給食関係決算書（収支予算、収支決算） ５ 

金銭出納簿（預貯金通帳、小切手帳） ５ 

パン受払台帳（もしくは脱脂粉乳使用量が確認で 

きるもの） 
３ 

 

その他 

関係例規 永年 

衛生管理関係通知  等 ３ 

給食関係通知 等 ３ 

「新年度へ向けて何を引き継ぐ？」 

 

 

 

≪引継ぎ書類（例）≫ 
〇前年度の献立綴り 

〇給食物資業者、担当者の連絡先一覧 

〇前年度の給食会計関係書類 

〇給食室の備品・設備一覧 

〇校内組織と給食関係部署一覧 

〇食育年間計画 

〇「年度初めの仕事（作業）のリスト    等々… 

 

 異動となる栄養教諭等の皆様に向けに、引継ぎ書類（例）を参考にお示しします。 

 引継書には、気が付いたこと、申し送り事項、ワンポイントアドバイスなどを入れ

る等、後任の方が困らないよう伝えることが大切です。 

 また、データで管理している内容は、何がどこに入っているのか、誰が見てもわか

るようなフォルダの整理を心がけましょう。 

 なお、献立表をはじめとした文書のすべては公文書です。移動に際し廃棄等をする

場合は、文書規程（保存年限等）を十分に確認してください。 
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第13章 公益財団法人京都府学校給食会の概要 

 公益財団法人京都府学校給食会（以下「府学給」という。）は、戦後再開された学校給食に

学校給食用物資を供給するため京都府教育委員会の斡旋により昭和22年に設立された京都府

学校給食資材配給組合を前身として、昭和24年に任意団体として発足した。 

 昭和29年の学校給食法の制定・施行に伴い、国は昭和30年に特殊法人日本学校給食会を発

足させるとともに、都道府県が学校給食会の法人化を推進したことを受けて、府学給につい

ても、昭和30年に京都府教育委員会が法人設立を認可した。 

 以来、一貫して、学校給食用物資の安定供給、学校給食の普及・充実、更には平成17年の食

育基本法の制定を踏まえ学校給食における食育の推進に努めている。 

 平成25年に公益財団法人に移行し、現在に至る。 

 

１ 目的及び事業 

  府学給の目的は、定款第３条において「学校教育活動の一環として実施される学校給食

に対して、学校給食用物資の安定供給及び学校給食の普及充実に関する事業並びに学校給

食における食育の推進を行い、もって児童及び生徒の健全な発達に寄与すること」と定め、

この目的を達成するために、定款第４条に定める次の事業を行っている。 

(1) 学校給食用物資の安定供給に関する事業 

(2) 学校給食の普及充実と食育の推進に関する事業 

(3) 学校給食用物資の安全確保及び衛生管理に関する事業 

(4) その他この法人の目的を達成するに必要な事業 

 

２ 組織・運営 

 (1) 役員等 

役員等として、評議員９名（うち１名 評議員会会長）、理事９名（うち１名理事長、

１名常務理事）及び監事２名を選任している。 

 (2) 事務局 

   事務局長ほか11名（令和６年度） 

   事務局長    総 務 課     総 務 係 

物 資 課     物 資 係 

食品検査室 

 

３ 施設 

  府学給の施設として、本館（業務推進室、食品検査室、研修室等）及び倉庫棟（常温倉

庫、冷蔵倉庫、冷凍倉庫等）がある。 

 【所在地】京都市伏見区今町658番地 

 

４ 学校給食用物資の安定供給に関する事業 

 (1) 学校給食用物資の安定供給 

   府学給では､公立の小学校･中学校･高等学校(夜間定時制)･特別支援学校等(一部､国立

及び私立を含む。)及び共同調理場に対して､基本物資及び一般物資を供給している。 
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基本物資の供給量（食数、kgベース 令和５年度）  

品 名 食数、kgベース 金額ベース 

パ ン ※１ 5,448,679 食 322,726 千円 

米 飯 ※２ 10,972,317 食 702,662 千円 

精 米 ※２ 691,646 kg 261,359 千円 

精麦・α化米等 29,010 kg 12,893 千円 

脱脂粉乳 6,871 kg 4,704 千円 

 

※１ 府学給の学校給食用パン 

・種 類 規格パン、国産小麦パン、全粒粉パン、 

ミルクパン、黒糖パン、味付パン、バターうずまきパン等 

       ・小麦粉 府内産小麦粉を 20％配合し、地産地消を推進 

（80％は、カナダ産・アメリカ産） 

            全粒粉パンに配合する全粒粉小麦粉は、府内産 100％使用 

     

    ※２ 府学給の学校給食用米穀 

       ・産 地 全て府内産米、原則として地元市町産米 

       ・銘 柄 コシヒカリ、ヒノヒカリ、キヌヒカリ等 

       ・とう精 精米HACCPを取得した精米工場 

       ・安定供給 全国農業協同組合連合会京都府本部と連携して毎年の需要量を

確保 

 

   一般物資の供給量（金額ベース）（単位：千円 令和５年度） 

品 名 ※３ 金額 

ジャム・マーガリン類 1,447 

米飯添加物・具類 10,034 

穀 類 26,912 

いも・澱粉類 12,954 

油脂類 36,153 

調味料・香辛料 45,494 

乳 類 8,826 

種実類・豆類 34,854 

藻 類 22,142 

卵 類 6,647 

野菜・きのこ類 203,584 

果実類 22,761 

魚介類 173,109 

肉 類 196,750 
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調味加工食品類 20,977 

嗜好飲料・デザート 19,877 

その他 2,647 

計 845,168 

  （注）京都市立学校には、(公財)京都市学校給食協会が一般物資を供給している。  

 

    ※３ 府学給の一般物資 

       ・学校や共同調理場による副食資材の共同購入 

       ・府内産の魚、野菜を提供 

・原産地や原材料の情報を記載した物資カルテによる情報提供 

       ・物資選定委員会によるレギュラー物資選定 

 

(2) 各種委員会等の開催 

   学校給食関係者等の意見を物資の品質や選定等に反映させるための委員会等を開催し

ている。 

   ・学校給食用米穀供給協議会 

     内容 米穀の品質・銘柄の選定、米穀（玄米）の価格について協議  

構成 農林水産部、府教委、市町村教委、京都市教委、農業関係団体 

   ・学校給食用パン・米飯規格基準検討委員会 

     内容 パンの種類や配合割合、米飯の炊き上げ重量等について検討  

構成 府教委、京都市教委、校長、栄養教諭等、パン・米飯委託加工業者 

   ・学校給食用パン品質審査会 

     内容 学校給食用パンの品質等について専門的見地からの意見を聴取 

   構成 府教委､京都市教委､栄養教諭等、学校給食用パン品質等の有識者 

・物資選定委員会 

     内容 一般物資の品質、規格等について専門的見地からの意見を聴取  

     構成 校長、共同調理場、栄養教諭等、衛生行政、府教委 

 

(3) その他 

   物資展示会を開催し、多数の業者の出展により、栄養教諭等に商品紹介や情報提供を

行っている。 

  

５ 学校給食の普及充実と食育の推進に関する事業 

   学校給食の普及充実や食育の推進のため、食育教材の貸出、学校給食研究協議大会に対

する支援を実施している。    

 

    

 

 

        

 

 

 

    レプリカ（ブリ）         レプリカ（京野菜） 
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６ 学校給食用物資の安全確保及び衛生管理に関する事業 

  学校給食用物資の安全確保に向けて、パン・米穀等の各種検査、加工工場への立入検査

等を実施している。 

(1) 各種検査の実施 

   ① 府学給食品検査室において実施 

検査名 実施時期 

パン・米飯細菌検査 毎学期 

一般物資細菌検査 毎学期、随時 

異物検査 随時 

精米鮮度検査 ２月 

行事食等検査 随時 

 

② 外部検査機関に委託して実施 

検 査 名 実施時期 

小麦粉放射性物質検査 ３月 

玄米放射性物質検査 12月 

小麦粉残留農薬・カビ毒検査 ３月 

玄米残留農薬・カドミウム検査 12月 

全粒粉小麦粉放射性物質検査 10月 

全粒粉小麦粉残留農薬・カビ毒検査 10月 

小麦粉検定 毎月 

玄米・精米検定 毎月 

玄米品種識別検査 12月 

 

(2)「学校給食用パン・米飯衛生管理ガイドライン」による衛生管理の徹底 

  パン・米飯委託加工工場における衛生管理の指針や基準等について定めた「学校給食

用パン・米飯衛生管理ガイドライン」に基づき、パン・米飯委託加工工場を指導してい

る。 

 

 (3) 委託加工工場等への立入検査、衛生指導 

   ・委託加工工場10工場に対して、次のような立入検査や衛生指導を行っている。 

     定期的な立入検査(外部機関を導入) 

     従事者ノロウイルス検便検査 

     安全衛生講習会の実施 

・一般物資納入業者工場に対して、随時、立入検査や衛生指導を行っている。 

       

 (4) 検査機器の貸出し 

学校や共同調理場に対して、検査機器（ATP検査機器、手洗いチェッカー）の貸出を行

っている。 
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        ＡＴＰ測定器              手洗いチェッカー 

 

７ 基本物資の需要量調査 

  府学給では、パン・米穀の円滑な供給を図るため、次年度に必要と見込まれるパン・米

穀の需要量について調査を行っている。 

  調査結果は、府学給から全農京都及び製粉工場に通知され、学校給食用米穀・小麦の年

間を通した安定供給を確保している。 

 

 (1) 調査の依頼先 

   各市町（組合）教育委員会、府立・国立・私立学校 

 

 (2) 提出期限 

   毎年11月末 

 

 (3) 提出書類 

ア パン・米飯採択量目届書 

イ 学校給食実施予定回数表 

 

 (4) 主な留意事項 

  ア 需要量の変更 

    提出後に需要量の軽微な変更が生じた場合は、学校給食需要量変更報告書を、パン

は使用月の前々月25日までに、米穀及び脱脂粉乳は前々月末日までに府学給に提出す

る。 

    提出が遅れると、精米や小麦粉等の製造が間に合わない場合がある。 

    また、使用されなくなったバター、練乳等が賞味期限を過ぎて大量に廃棄されるこ

とになるので、必ず期限までに提出するよう十分注意すること。 

    なお、需要量の大きな変更は、米穀等の計画生産条件にも関わることがあるため、

対応できない場合があるので、十分注意すること。 

 

イ 学校行事等による変更 

提出に当たっては、学校行事等による給食実施回数の変更について十分考慮するこ

と。 

 

ウ 全粒粉パンについて 

(ｱ) 全粒粉パンの使用は、年３回以内とする。 

(ｲ) 全粒粉パンは、一般の小麦粉に比べ虫害等を受けやすいため、使用できる期間は、

11月１日から３月31日までの間とし、申し込み状況によっては対応できない場合が

ある。 
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(ｳ) 全粒粉パン及び国産小麦パンの使用回数の合計は、年11回以内とする。 

(ｴ) 全粒粉パン及び国産小麦パンについては、年度途中の追加、取止め等は、原則と 

してできない。 

   

８ 一般物資の発注における留意事項 

(1) 発注の期限等    

   物資使用日の前月10日までに発注すること。 

  なお、発注の追加及び変更については、配送日の３日前（土・日曜日・祝日を除く）

までであるが、在庫を持たない物資では間に合わない場合もある。 

 

 (2) 紹介物資     

   紹介物資については、学期途中において価格変更や取扱中止、メーカー変更になるこ

とがある。 

 

 (3) 消費税        

   府学給が学期毎に作成する供給価格一覧表の表示価格には消費税が含まれていない。

毎月の請求時に消費税が加算される。 

なお、「18.し好飲料類」のうち酒類、「19.その他」のうち食品以外は、軽減税率対

象外商品となる。        

  

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

９ 物資供給経路 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

需要量通知  玄米価格交渉  精米売買契約  加工委託契約

学校給食用米穀（精米・米飯）の供給経路

（単独調理場）

米穀卸 共同調理場

米穀生産者 単位農協 全農京都 学校等

搗精工場

（府内産）

作付要請 作付要請 委託米飯

加工工場

（公財）京都府学校給食会
市町（組合）教育委員会等

需要量報告 （学校給食事業者）

玄米 玄米 玄米

精米

精米

精米 米飯

米飯

1
6

2
 



 

 

 

 

 副資材売買契約

需要量通知  小麦粉買付契約  加工委託契約

副資材
メーカー

副資材
取扱業者

（公財）京都府学校給食会
市町（組合）教育委員会等

需要量調査 （学校給食事業者）

製パン工場 学校等

（府内産）

作付要請 作付要請 作付要請

単位農協 全農京都

カナダ等　 商社

（外国産）

製粉工場

小麦生産者

アメリカ、 共同調理場 （単独調理場）

学校給食用パンの供給経路

小麦粉

小麦 小麦 小麦

小麦（輸入） 小麦

政府（農林水産省）が国家貿易により、

商社を通じて計画的に輸入

副資材 副資材

パン

※副資材のうち学校給食用脱脂粉乳に

ついては、関税暫定措置法の規定により
関税が免除されているため、学校給食の

用途以外の使用は禁じられている。

1
6

3
 

※副資材のうち学校給食用脱脂粉乳に

ついては、関税暫定措置法の規定により

関税が免除されているため、学校給食の

用途以外の使用は禁じられている。 
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番  号 

日  付 

 

 

京都府教育委員会 

 教育長 ○○ ○○ 様 

 

教育委員会名 

教 育 長 名    

 

学校給食の開設について 

 

 このたび学校給食法第３条に規定する学校給食を開設いたしますので、学校給食法施行規

則第１条の規定に基づき下記のとおり届出いたします。 

 

 
記 

 

１ 学校名および学校給食の実施人員 

 

２ 学校給食の種類及び毎週の実施回数 

 

３ 学校給食運営のための職員組織 

 

４ 学校給食の運営に要する経費及び維持の方法 

   食材料費    

   維持管理費（光熱水費その他）   

 

５ 学校給食の開設時期 

   令和  年  月  日 

 

６ 添付資料  

   
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

開設届（学校用） 
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番  号 

日  付 

 

 

京都府教育委員会 

 教育長 ○○ ○○ 様 

 

教育委員会名 

教 育 長 名    

 

学校給食の開設について 

 

 このたび学校給食法第３条に規定する学校給食を開設いたしますので、学校給食法施行規

則第１条の規定に基づき下記のとおり届出いたします。 

 

 
記 

 

１ 学校名および学校給食の実施人員 

 

２ 学校給食の種類及び毎週の実施回数 

 

３ 学校給食運営のための職員組織 

 

４ 学校給食の運営に要する経費及び維持の方法 

   食材料費    

   維持管理費（光熱水費その他）   

 

５ 学校給食の開設時期 

   令和  年  月  日 

 

６ 添付資料 

  委託契約書(写) 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

開設届（学校用・委託） 
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番  号 

日  付 

 

 

京都府教育委員会 

 教育長 ○○ ○○ 様 

 

教育委員会名 

教育長名 

 

学校給食の開設について 

 

 このたび学校給食法第３条に規定する学校給食を開設いたしますので、学校給食法施行規

則第１条の規定に基づき下記のとおり届出いたします。 

 

 
記 

 

１ 共同調理場名および学校給食の実施人員（受配校名） 

 

２ 学校給食の種類及び毎週の実施回数 

 

３ 学校給食運営のための職員組織 

所  長    名、栄養教諭（または栄養士）   名、事務職員   名 

調理員・配送業者等    名  

 

４ 学校給食の運営に要する経費及び維持の方法 

   食材料費    

   維持管理費   

 

５ 学校給食の開設時期 

   令和  年  月  日 

 

６ 添付資料 

   給食センター設置条例(写)、学校給食センター設置及び管理に関する規則(写) 

   給食センター調理・配送業務委託契約書(写) 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

開設届（共同調理場・給食センター用） 
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番  号 

日  付 

 

 

京都府教育委員会 

 教育長 ○○ ○○ 様 

 

教育委員会名 

教 育 長 名    

 

 

学校給食型(施設)の変更について 

 

 

 このたび学校給食を下記のとおり変更いたしますから届出いたします。 

 

 
記 

 

１ 学校名 

    

 

２ 変更する学校給食 

 

 

３ 変更の事由 

 

 

４ 変更の時期(施設変更の場合は図面を添付すること) 

   令和  年  月  日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

変更届（学校用） 
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番  号 

日  付 

 

 

京都府教育委員会 

 教育長 ○○ ○○ 様 

 

教育委員会名 

教 育 長 名    

 

 

学校給食の一時中止について 

 

 このたび学校給食を下記によって一時中止いたしますから届出いたします。 

 

 
記 

 

１ 学校名 

    

 

２ 学校給食一時中止の事由 

 

 

３ 一時中止の際における学校給食物資の処分方法 

 

 

４ 一時中止の期間 

   令和  年  月  日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一時中止届（学校用） 
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番  号 

日  付 

 

 

京都府教育委員会 

 教育長 ○○ ○○ 様 

 

教育委員会名 

教 育 長 名    

 

 

学校給食の廃止について 

 

 学校給食法施行令第１条、同法施行規則第２条の規定に基づき、下記のとおり届出いたし

ます。 

 

 
記 

 

１ 学校名 

    

 

２ 学校給食の廃止の事由 

 

 

３ 学校給食の廃止の際における学校給食の施設、設備及び物資の処分の方法 

 

 

４ 学校給食の廃止の時期 

   令和  年  月  日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

廃止届（学校用） 
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様式１ ［教育委員会用］

（注） 1

2 　職員について該当者があったときは、備考欄に当該人数を記入すること。

3

学校（共同調理場）における食中毒発生状況報告(速報）

第　　　報

教育委員会名

学　校　名
（共同調理場名）

校長名

　共同調理場における患者数等は、食中毒の発生した受配校の総数を記入し、受
配校ごとは別様にして添付すること。

献　　立　　表
※学校給食に係る食中毒の場合は食中毒発生前２週間分の食品のわか
る献立表を添付

　食中毒発生後直ちに様式１にて報告するとともに、患者等数に変動があったと
きは速やかに随時報告すること。

発生原因
（判明している場合

記入）

食
　
中
　
毒
　
の
　
発
　
生
　
状
　
況

発生日時 令和　　　　　年　　　　　月　　　　　日　（　　　　　　　曜日）　（　　　　時　　　　分）

発生場所

在籍児童生徒数

男 女

主な症状

　　年　　　月　　　日

現在

　うち　欠席者数

　うち　入院者数

　うち　死亡者数

患　　者　　数　

学校・共同調理場
の

所在地
電話番号

計 備　考

患者等数

区　　分

受配校数
（共同調理場方式

のみ記入）

男 女 計 備　考

※府立学校用もあります。 
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様式２ ［教育委員会用］

年 月 日

教育委員会名

　下記のとおり、報告します。

1

2

年 月 日 年 月 年 月 日

）

(2)

(3)

(4)

(5)

(6)

京都府教育委員会教育長　様

※学校給食に係る食中毒の場合は発生前２週間分の食材のわかる献立表を添付する。
※共同調理場の場合は、３(6)に感染症・食中毒等の発生した受配校の総計を記入し、各受配校については別様にして添付すること。

在籍（在職）者数
有症者数
欠席者数
及び
入院患者数

・備考欄に寄宿舎生・
  寮生等を明らかにする

男 女 計計 男 女 計

患者数 欠席者数 入院者数
学　年　等

在籍(在職)者数

男 女

学校（共同調理場）における食中毒発生報告書

学 校 名 校長名

教育長名　

○○○○教育委員会

○○○○

3
　
感
 
 
染
 
 
症
 
 
･
 
食
　
中
　
毒
　
の
　
発
　
生
　
状
　
況

(1) 病　 名
未定の場合には
疑われる病名

(2) 発 生 年 月 日 (3) 終　え　ん　年　月　日

(4) 発 生 の 場 所

死亡者数

学 校 の 所 在 地 電話

(5) 発 生 の 経 過

備考

男 女 計 男 女 計

(6)

教
職
員

計

計

合　　計

4
有 症 者 発 見 に 至 っ た
経 緯 （ き っ か け ）

7
臨 床 症 状 の 概 要
(該当症状に○印及び記入)

発熱(　 ℃～ 　℃)　 腹痛

5 感 染 症 ･食中 毒の 発生 原因

6 感染症・食中毒の感染経路

倦怠感(だるい)

学校医

学校薬剤師

保護者

下痢（血便　有・無） 軟便 吐き気 倦怠感(だるい) 頭痛

その他（

(1)
校
内
の
対
応

検査機関

9 そ の 他 の 参 考 と な る 事 項

8
学 校 の 対 応

（ 関 係 機 関 と の 連 携 等 ）

教職員

児童生徒

教育委員会

関係保健所

医療機関

※府立学校用もあります。 
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様式３

学校（園）名　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　

校長名

　下記のとおり報告します。 ※該当に○をつけてください。

調理時

配食時

喫食時

場　所

※報告時に異物の状態がわかるように写真等を添付するなど具体的に記載する。

※保護者宛文書を添付する。

注）異物混入が原因で次に該当するものが一つでもある場合に提出。
　　☐健康被害の発生及び恐れ　☐給食提供の中止　☐報道の可能性

７　異物の状態及び
　　異物の特定（推定）

　

８ 児童生徒の健康状態 　

９  措置及び経過等
　　（現時点）

＊対応等を具体的に記入してください。
　

６ 発見時の状況
　 及び対応等※
　
＊給食を中止したり、献立
を変更した場合は、人数や
変更内容等、具体的に記入
してください。

　　調理前　　・      調理中　   ・       調理後

10　地域保健所への報告 あり　　　　　　　　なし

５ 混入していた料理名※ 主食（　　　　　　）・牛乳・おかず（　　　　　　　　　　）

　蓋を開けた時　・　配食の途中　・　配食終了後

　食べる前　・    食べている途中　・    食べ終えた時

　食缶の中　　・食器の中　　・口の中
　その他（　　　　　　　　　　　）

２ 発見場所　※
　教室（　　　年　　組）　　　・職員室　　　　・調理室
　
　ランチルーム　　　　・その他（　　　　　　　　　　　　）

３ 発見者 　※ 児童生徒・教職員（担任・　　　　　）・その他（　　　　　　）　

４ 献立名

令和　　 年　   月     日

　　　立　　　　　　　　学校

学校給食における異物混入発生速報

１ 発見日時 令和　  　年  　月　　日（　　）　　　　時　　　　分　

※府立学校用もあります。 
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様式４

　○○○教育委員会教育長　様

学校(園)名　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　

校(園)長名

　その後の経過及び再発防止策について下記のとおり報告します。

※製造業者、納品業者等からの異物についての報告書がある場合は、添付する。

※枠は適宜広げて使用してください。

５　処置及び経過等

　　・異物の混入経路
　　・今後の対応等
　
※調理室で混入した可能
　性がある場合は、施設
　設備や作業面等の見直
　し等を行い、再発防止
　策について具体的に記
　入する。

６　備考

２ 異物の混入の状況
　（誰が、どこで、何の
　　料理から、どのよう
　　に発見したか）

３ 異物の正体

４ 児童生徒の健康状態

１  発見日時 令和　　年　　月　　日（　　　）　　　時　　分　

令和　　年　　月　　日

　　　　　立     　　　　 学校

　

学校給食における異物混入再発防止策報告書

↑

該当市町（組合）名

※府立学校用もあります。 
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様式５

学校（園）名

校長（園）名

名前
なまえ

学年・組

その他

発生場所

内容

（皮膚） 　　

（消化器）

（呼吸器）

（全身）

（その他）

救急車要請 搬送先医療機関

注射した人 （　　　　　）

薬の名前

薬の名前

保護者へ連絡 理由

主治医へ連絡 理由

その他
参考事項

発
生
時
の
対
応

　　時　　分ごろ　

薬の使用 （　　　　　　） 　時　　分

（　　　　　　） 　時　　分

対応

児童生徒

疾患名
（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

発
生
状
況

発生日時
令和　年　　月　　日（　　）

　　　時　　分ごろ

原因
（　　　　　　　　）

（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）　　　　　

状態

（　　　　　　　　　　　　）

（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

令和　年　月　日　時　分現在

学校給食における食物アレルギー事故発生速報

作成者 連絡先
電話番号職・氏名

食物アレルギー 食物依存性運動誘発アナフィラキシー

不明

激しい腹痛 嘔吐または下痢（複数回）

皮膚症状

咳（頻回） 喉や胸が締め付けられる 声かれ 息苦しい

犬が吠えるような咳 ゼーゼーする呼吸

ぐったり

脈が触れにくい

尿や便を漏らす意識障害唇や爪が青白い

救急搬送なし

エピペン®使用 本人が注射 本人以外が注射

薬を内服

薬を吸入

口の中の物を取り除く うがいをする

その場で安静にさせる。 保健室へ搬送

眼や顔を洗う手を洗う

済

未済

未

学校管理下

学校管理外

誤食 不明

その他

午前 午後

※府立学校用もあります。 
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様式６

　○○○教育委員会教育長　様

学校（園）名

校長（園）名

名前
なまえ

学年・組（年齢）

発生場所

献立名

エピペン® 処方 使用

　（ 　　）　　　　

緊急搬送

病院受診の有無

参
考

日常の対応等

原因

疾病名・完治期間

改善点及び
防止に向け
た取組

事
故
の
内
容

※

時

系

列

で

作

成

【発生時の状況及び対応】
〇時〇分・・・・

【発生時の処置：本人の様子も含めて】
直後　〇時〇分・・・
その後　〇時〇分・・・

発
生
時
の
対
応

※事故の内容を十分検証し、実践可能な具体的方策を明記すること。

発生後の対応 本人への対応

児童生徒 アレルゲンとして指示されている物質
※学校生活管理指導表に記載されているとおり、
記載すること。

学校生活管理指導表の提出

（　　　　　　　　　病院）

発
生
状
況

発生日時
令和　年　　月　　日（　　）

　　　時　　分ごろ

学校名
連絡先
電話番号

令和　年　月　日

学校給食における食物アレルギー事故報告書

学校管理下

学校管理外

本人

午前 午後

有 無

救急隊 無し

保護者教職員

していない保護者連絡

無有

発症後すぐ 放課後観察後

有

保健室にて安静・休養 健康観察のみ（授業参加）

無

該当市町（組合）名

↓

※府立学校用もあります。 



177  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

調理場温度・湿度確認表
校長 栄養教諭

温度 湿度 温度 湿度 温度 湿度

℃ ％ ℃ ％ ℃ ％

℃ ％ ℃ ％ ℃ ％

℃ ％ ℃ ％ ℃ ％

℃ ％ ℃ ％ ℃ ％

℃ ％ ℃ ％ ℃ ％

℃ ％ ℃ ％ ℃ ％

℃ ％ ℃ ％ ℃ ％

℃ ％ ℃ ％ ℃ ％

℃ ％ ℃ ％ ℃ ％

℃ ％ ℃ ％ ℃ ％

℃ ％ ℃ ％ ℃ ％

℃ ％ ℃ ％ ℃ ％

℃ ％ ℃ ％ ℃ ％

℃ ％ ℃ ％ ℃ ％

℃ ％ ℃ ％ ℃ ％

℃ ％ ℃ ％ ℃ ％

℃ ％ ℃ ％ ℃ ％

℃ ％ ℃ ％ ℃ ％

℃ ％ ℃ ％ ℃ ％

℃ ％ ℃ ％ ℃ ％

℃ ％ ℃ ％ ℃ ％

℃ ％ ℃ ％ ℃ ％

℃ ％ ℃ ％ ℃ ％

確認者 備　考
調理中 食品庫

　　　年　　　月

日
曜
日

調理前

食品を扱う各部屋ごとに温度等を測定します。

様式は使いやすいように、適宜変更してください。

別紙１ 
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校長 栄養教諭

作業前 作業後 作業前 作業後 作業前 作業後

℃ ℃ ℃ ℃ ℃ ℃

℃ ℃ ℃ ℃ ℃ ℃

℃ ℃ ℃ ℃ ℃ ℃

℃ ℃ ℃ ℃ ℃ ℃

℃ ℃ ℃ ℃ ℃ ℃

℃ ℃ ℃ ℃ ℃ ℃

℃ ℃ ℃ ℃ ℃ ℃

℃ ℃ ℃ ℃ ℃ ℃

℃ ℃ ℃ ℃ ℃ ℃

℃ ℃ ℃ ℃ ℃ ℃

℃ ℃ ℃ ℃ ℃ ℃

℃ ℃ ℃ ℃ ℃ ℃

℃ ℃ ℃ ℃ ℃ ℃

℃ ℃ ℃ ℃ ℃ ℃

℃ ℃ ℃ ℃ ℃ ℃

℃ ℃ ℃ ℃ ℃ ℃

℃ ℃ ℃ ℃ ℃ ℃

℃ ℃ ℃ ℃ ℃ ℃

℃ ℃ ℃ ℃ ℃ ℃

℃ ℃ ℃ ℃ ℃ ℃

℃ ℃ ℃ ℃ ℃ ℃

℃ ℃ ℃ ℃ ℃ ℃

℃ ℃ ℃ ℃ ℃ ℃

冷蔵・冷凍庫温度記録表

　　　年　　　月

冷蔵庫 冷凍庫 保存食用冷凍庫
日 確認者 備考曜日

別紙２ 

冷蔵・冷凍庫が複数ある場合は、それぞれ

の箇所について記録が必要。 



  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31

①　下痢をしていない。

③　腹痛をしていない。

④　嘔吐をしていない。

手
洗
い

家
族

健
康
状
態

（注）　化膿性疾患が手指にある場合は、調理に従事することを禁止し、直ちに医師の精密検査を受け、その指示を励行すること。

※　項目で異常があった場合は、速やかに衛生管理責任者に報告し、指示を仰ぐこと。

確認者印

日

曜日

⑤　手指、顔面に傷はない。
（注）

⑥　手指、顔面にできものはない。
     （注）

②　発熱をしていない。

健
康
状
態

⑦　感染症の感染、またはその疑いは
     ない。

　感染症の感染、またはその疑いは
   ない。

対応等

②　履物は清潔である。

③　適切な服装をしている。

④　爪は短く切っている。

服
装
等

  石けん液やアルコールで手指を
  洗浄・消毒した。

本
人

①　調理着・エプロン・マスク・帽子は
　　 清潔である。

学校給食従事者個人別健康観察記録票　　　　　　　　年　　　　月　　　　氏名

校長（所長） 栄養教諭

別紙３別紙３ 
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校長 栄養教諭

納品
時間

納入業者名 品　名 数　量 産地等 製造販売業者名
製造

年月日
賞味期限 品　質 鮮　度 包　装 品　温 異　物 表　示 Lot　No. 確認者 備考欄(※1)

： 良 ･ 不良 良 ･ 不良 良 ･ 不良 ℃ 有 ・ 無 良 ･ 不良

： 良 ･ 不良 良 ･ 不良 良 ･ 不良 ℃ 有 ・ 無 良 ･ 不良

： 良 ･ 不良 良 ･ 不良 良 ･ 不良 ℃ 有 ・ 無 良 ･ 不良

： 良 ･ 不良 良 ･ 不良 良 ･ 不良 ℃ 有 ・ 無 良 ･ 不良

： 良 ･ 不良 良 ･ 不良 良 ･ 不良 ℃ 有 ・ 無 良 ･ 不良

： 良 ･ 不良 良 ･ 不良 良 ･ 不良 ℃ 有 ・ 無 良 ･ 不良

： 良 ･ 不良 良 ･ 不良 良 ･ 不良 ℃ 有 ・ 無 良 ･ 不良

： 良 ･ 不良 良 ･ 不良 良 ･ 不良 ℃ 有 ・ 無 良 ･ 不良

： 良 ･ 不良 良 ･ 不良 良 ･ 不良 ℃ 有 ・ 無 良 ･ 不良

： 良 ･ 不良 良 ･ 不良 良 ･ 不良 ℃ 有 ・ 無 良 ･ 不良

： 良 ･ 不良 良 ･ 不良 良 ･ 不良 ℃ 有 ・ 無 良 ･ 不良

： 良 ･ 不良 良 ･ 不良 良 ･ 不良 ℃ 有 ・ 無 良 ･ 不良

： 良 ･ 不良 良 ･ 不良 良 ･ 不良 ℃ 有 ・ 無 良 ･ 不良

： 良 ･ 不良 良 ･ 不良 良 ･ 不良 ℃ 有 ・ 無 良 ･ 不良

： 良 ･ 不良 良 ･ 不良 良 ･ 不良 ℃ 有 ・ 無 良 ･ 不良

： 良 ･ 不良 良 ･ 不良 良 ･ 不良 ℃ 有 ・ 無 良 ･ 不良

： 良 ･ 不良 良 ･ 不良 良 ･ 不良 ℃ 有 ・ 無 良 ･ 不良

： 良 ･ 不良 良 ･ 不良 良 ･ 不良 ℃ 有 ・ 無 良 ･ 不良

※1　検収時に点検をし、不適格であると判断した場合の対応については、備考欄に記録すること。

検　収　表

　　　　年　　　月      日

別紙４ 
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校長 栄養教諭

　　　　　年　　　月　　　日　（　　　）

献立名 時間 中心温度

： ℃

： ℃

： ℃

： ℃

： ℃

食品名

加熱時間 ： ： ： ： ：

加熱時中心温度 ℃ ℃ ℃ ℃ ℃

水温 ℃

冷却時間 ： ： ： ： ：

冷却後の中心温度 ℃ ℃ ℃ ℃ ℃

冷却終了時間 ： ： ： ： ：

配膳時間 ：

保存食採取

備考

食　品　加　熱　等　記　録　票

　献立名　　　　　　　　　　　　　　　　

食品加熱・冷却等記録票（和え物等）

別紙５ 



  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

残留塩素 色・濁り 臭い 味 異物 確認者 残留塩素 色・濁り 臭い 味 異物 確認者 時間 残留塩素 色・濁り 臭い 味 異物 確認者

㎎/L ㎎/L ： ㎎/L

㎎/L ㎎/L ： ㎎/L

㎎/L ㎎/L ： ㎎/L

㎎/L ㎎/L ： ㎎/L

㎎/L ㎎/L ： ㎎/L

㎎/L ㎎/L ： ㎎/L

㎎/L ㎎/L ： ㎎/L

㎎/L ㎎/L ： ㎎/L

㎎/L ㎎/L ： ㎎/L

㎎/L ㎎/L ： ㎎/L

㎎/L ㎎/L ： ㎎/L

㎎/L ㎎/L ： ㎎/L

㎎/L ㎎/L ： ㎎/L

㎎/L ㎎/L ： ㎎/L

㎎/L ㎎/L ： ㎎/L

㎎/L ㎎/L ： ㎎/L

㎎/L ㎎/L ： ㎎/L

㎎/L ㎎/L ： ㎎/L

㎎/L ㎎/L ： ㎎/L

㎎/L ㎎/L ： ㎎/L

㎎/L ㎎/L ： ㎎/L

㎎/L ㎎/L ： ㎎/L

㎎/L ㎎/L ： ㎎/L

㎎/L ㎎/L ： ㎎/L

㎎/L ㎎/L ： ㎎/L

※残留塩素量は遊離塩素量として0.1㎎/ｌ以上

備考

水質検査表　(   　　　年度　　　月分）

日
曜
日

水 冷調理修了時調理開始時

校長 栄養教諭

別紙６ 
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校長 栄養教諭

献立名

味付け 良 ・ 不良 良 ・ 不良 良 ・ 不良 良 ・ 不良 良 ・ 不良

色、形態、香り 良 ・ 不良 良 ・ 不良 良 ・ 不良 良 ・ 不良 良 ・ 不良

一食分の量 良 ・ 不良 良 ・ 不良 良 ・ 不良 良 ・ 不良 良 ・ 不良

温度（加熱・冷却） 良 ・ 不良 良 ・ 不良 良 ・ 不良 良 ・ 不良 良 ・ 不良

異味、異臭の有無 有　・　無 有　・　無 有　・　無 有　・　無 有　・　無

異物混入の有無 有　・　無 有　・　無 有　・　無 有　・　無 有　・　無

校長 栄養教諭

献立名

味付け 良 ・ 不良 良 ・ 不良 良 ・ 不良 良 ・ 不良 良 ・ 不良

色、形態、香り 良 ・ 不良 良 ・ 不良 良 ・ 不良 良 ・ 不良 良 ・ 不良

一食分の量 良 ・ 不良 良 ・ 不良 良 ・ 不良 良 ・ 不良 良 ・ 不良

温度（加熱・冷却） 良 ・ 不良 良 ・ 不良 良 ・ 不良 良 ・ 不良 良 ・ 不良

異味、異臭の有無 有　・　無 有　・　無 有　・　無 有　・　無 有　・　無

異物混入の有無 有　・　無 有　・　無 有　・　無 有　・　無 有　・　無

所見

検　食　簿

備考

検食時間　　　　　　　： 　　　　　　　　　

所見

   　　　年　　　月　　　日（　　） 検食者氏名 検食時間　　　　　　　： 　　　　　　　　　

  　　　年　　　月　　　日（　　） 検食者氏名

備考

別紙７ 
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校長 栄養教諭

採取時間 採取者 献立名 採取時間 採取者

： ：

： ：

： ：

： ：

： ：

： ：

： ：

： ：

： ：

： ：

： ：

： ：

： ：

： ：

： ：

： ：

： ：

： ：

： ：

： ：

：

：
※　食品ごとに５０ｇ程度ずつ採取したか。

： ※　ロット別に採取したか。

： ※　釜別に採取したか。

：
※　-20℃冷凍庫で２週間保管し、廃棄についても記録をしたか。

：

：

：

食品名

保存食記録簿

調理済み

採取年月日　　　　　　年　　　　月　　　　日（　　）

廃棄年月日　　　　　　年　　　　月　　　　日（　　）

原材料

別紙８ 
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○学校給食法 

〔昭和二十九年六月三日法律第百六十号〕 

 

目次 

第一章 総則（第一条―第五条） 

第二章 学校給食の実施に関する基本的な事項（第六条―第九条） 

第三章 学校給食を活用した食に関する指導（第十条） 

第四章 雑則（第十一条―第十四条）附則 

 

第一章 総則 

 

（この法律の目的） 

第一条   この法律は、学校給食が児童及び生徒の心身の健全な発達に資するものであり、

かつ、児童及び生徒の食に関する正しい理解と適切な判断力を養う上で重要な役割を果

たすものであることにかんがみ、学校給食及び学校給食を活用した食に関する指導の実

施に関し必要な事項を定め、もつて学校給食の普及充実及び学校における食育の推進を

図ることを目的とする。 

 

（学校給食の目標） 

第二条   学校給食を実施するに当たつては、義務教育諸学校における教育の目的を実現

するために、次に掲げる目標が達成されるよう努めなければならない。 

一  適切な栄養の摂取による健康の保持増進を図ること。 

二  日常生活における食事について正しい理解を深め、健全な食生活を営むことができ

る判断力を培い、及び望ましい食習慣を養うこと。 

三 学校生活を豊かにし、明るい社交性及び協同の精神を養うこと。 

四 食生活が自然の恩恵の上に成り立つものであることについての理解を深め、生命及

び自然を尊重する精神並びに環境の保全に寄与する態度を養うこと。 

五  食生活が食にかかわる人々の様々な活動に支えられていることについての理解を深

め、勤労を重んずる態度を養うこと。 

六  我が国や各地域の優れた伝統的な食文化についての理解を深めること。 

七  食料の生産、流通及び消費について、正しい理解に導くこと。 

 

（定義） 

第三条  この法律で「学校給食」とは、前条各号に掲げる目標を達成するために、義務

教育諸学校において、その児童又は生徒に対し実施される給食をいう。 

２  この法律で「義務教育諸学校」とは、学校教育法（昭和二十二年法律第二十六号）

に規定する小学校、中学校、義務教育学校、中等教育学校の前期課程又は特別支援学

校の小学部若しくは中学部をいう。 

 

（義務教育諸学校の設置者の任務） 

第四条 義務教育諸学校の設置者は、当該義務教育諸学校において学校給食が実施される

ように努めなければならない。 

 

（国及び地方公共団体の任務） 

第五条 国及び地方公共団体は、学校給食の普及と健全な発達を図るように努めなければ

ならない。 
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第二章  学校給食の実施に関する基本的な事項 

 

（二以上の義務教育諸学校の学校給食の実施に必要な施設） 

第六条  義務教育諸学校の設置者は、その設置する義務教育諸学校の学校給食を実施す

るための施設として、二以上の義務教育諸学校の学校給食の実施に必要な施設（以下

「共同調理場」という。）を設けることができる。 

 

（学校給食栄養管理者） 

第七条  義務教育諸学校又は共同調理場において学校給食の栄養に関する専門的事項をつか

さどる職員（第十条第三項において「学校給食栄養管理者」という。）は、教育職員免許

法（昭和二十四年法律第百四十七号）第四条第二項に規定する栄養教諭の免許状を有する

者又は栄養士法（昭和二十二年法律第二百四十五号）第二条第一項の規定による栄養士

の免許を有する者で学校給食の実施に必要な知識若しくは経験を有するものでなければ

ならない。 

 

（学校給食実施基準） 

第八条  文部科学大臣は、児童又は生徒に必要な栄養量その他の学校給食の内容及び学

校給食を適切に実施するために必要な事項（次条第一項に規定する事項を除く。）につ

いて維持されることが望ましい基準（次項において「学校給食実施基準」という。）を

定めるものとする。 

２  学校給食を実施する義務教育諸学校の設置者は、学校給食実施基準に照らして適切な

学校給食の実施に努めるものとする。 

 

（学校給食衛生管理基準） 

第九条 文部科学大臣は、学校給食の実施に必要な施設及び設備の整備及び管理、調理の

過程における衛生管理その他の学校給食の適切な衛生管理を図る上で必要な事項につ

いて維持されることが望ましい基準（以下この条において「学校給食衛生管理基準」と

いう。）を定めるものとする。 

２  学校給食を実施する義務教育諸学校の設置者は、学校給食衛生管理  基準に照らして

適切な衛生管理に努めるものとする。 

３  義務教育諸学校の校長又は共同調理場の長は、学校給食衛生管理基準に照らし、衛

生管理上適正を欠く事項があると認めた場合には、遅滞なく、その改善のために必要

な措置を講じ、又は当該措置を講ずることができないときは、当該義務教育諸学校若

しくは共同調理場の設置者に対し、その旨を申し出るものとする。 

 

第三章 学校給食を活用した食に関する指導 

 

第十条 栄養教諭は、児童又は生徒が健全な食生活を自ら営むことができる知識及び態度

を養うため、学校給食において摂取する食品と健康の保持増進との関連性についての指

導、食に関して特別の配慮を必要とする児童又は生徒に対する個別的な指導その他の学

校給食を活用した食に関する実践的な指導を行うものとする。この場合において、校長

は、当該指導が効果的に行われるよう、学校給食と関連付けつつ当該義務教育諸学校に

おける食に関する指導の全体的な計画を作成することその他の必要な措置を講ずるもの

とする。 

２  栄養教諭が前項前段の指導を行うに当たつては、当該義務教育諸学校が所在する地

域の産物を学校給食に活用することその他の創意工夫を地域の実情に応じて行い、当

該地域の食文化、食に係る産業又は自然環境の恵沢に対する児童又は生徒の理解の増

進を図るよう努めるものとする。 

３  栄養教諭以外の学校給食栄養管理者は、栄養教諭に準じて、第一項 前段の指導を

行うよう努めるものとする。この場合においては、同項後段及び前項の規定を準用す

る。 



○参考資料（関係法令） 
 

  187  

第四章  雑則 

 

（経費の負担） 

第十一条 学校給食の実施に必要な施設及び設備に要する経費並びに学校給食の運営に要す

る経費のうち政令で定めるものは、義務教育諸学校の設置者の負担とする。   

２  前項に規定する経費以外の学校給食に要する経費（以下「学校給食費」という。）は、

学校給食を受ける児童又は生徒の学校教育法第十六条に規定する保護者の負担とする。 

 

（国の補助） 

第十二条 国は、私立の義務教育諸学校の設置者に対し、政令で定めるところにより、予

算の範囲内において、学校給食の開設に必要な施設又は設備に要する経費の一部を補

助することができる。 

２  国は、公立の小学校、中学校、義務教育学校又は中等教育学校の設置者が、学校給食を

受ける児童又は生徒の学校教育法第十六条に規定する保護者（以下この項において

「保護者」という。）で生活保護法（昭和二十五年法律第百四十四号）第六条第二項

に規定する要保護者（その児童又は生徒について、同法第十三条の規定による教育扶

助で学校給食費に関するものが行われている場合の保護者である者を除く。）である

ものに対して、学校給食費の全部又は一部を補助する場合には、当該設置者に対し、

当分の間、政令で定めるところにより、予算の範囲内において、これに要する経費の

一部を補助することができる。 

 

（補助金の返還等） 

第十三条 文部科学大臣は、前条の規定による補助金の交付の決定を受けた者が次の各号

のいずれかに該当するときは、補助金の交付をやめ、又は既に交付した補助金を返還さ

せるものとする。 

一  補助金を補助の目的以外の目的に使用したとき。 

二  正当な理由がなくて補助金の交付の決定を受けた年度内に補助に係る施設又は設備を

設けないこととなつたとき。 

三  補助に係る施設又は設備を、正当な理由がなくて補助の目的以外の目的に使用し、又

は文部科学大臣の許可を受けないで処分したとき。 

四  補助金の交付の条件に違反したとき。 

五 虚偽の方法によつて補助金の交付を受け、又は受けようとしたとき。 

 

（政令への委任） 

第十四条 この法律に規定するもののほか、この法律の実施のため必要な手続その他の事

項は、政令で定める。 

 

附 則 

この法律は、公布の日から施行する。 

 

（以下、省略） 
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〇学校給食法施行細則 

 

最終改正  平成12年３月30日教育委員会規則第２号 

 

 

昭和 3 0年８月 1 5日 

教育委員会規則第８号 

学校給食法施行規則（昭和29年文部省令第24号）第１条第１項に規定する学校給食開設

の届出書には、同項各号に定めるもののほか次の各号に掲げる事項を記載するとともに、

学校給食の実施に必要な施設の図面を添えなければならない。 

(１)  学校給食の実施に必要な施設の面積 

(２) 学校給食の実施に必要な設備の品目、規格及び数量 

 

附 則 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（昭和35年４月１日教育委員会規則第３号） 

 １ この規則は、昭和35年４月１日から施行する。 

２  この規則施行の際、現にこの規則による改正前の規則の規定に基づいて提出されて

いる申請書その他の書類は、この規則による改正後の規則の規定に基づいて提出さ

れた申請書その他の書類とみなす。 

３  この規則施行前に、この規則による改正前の規則に基づいて調製した用紙は、この規

則施行後においても当分の間、使用することができる。 

附  則（平成12年３月30日教育委員会規則第２号抄） 

（施行期日） 

１  この規則は、平成12年４月１日から施行する。 
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○食育基本法 

〔平成十七年六月十七日号外法律第六十三号〕 

目次 

前文 

第一章  総則（第一条―第十五条） 

第二章 食育推進基本計画等（第十六条―第十八条） 

第三章 基本的施策（第十九条―第二十五条） 

第四章 食育推進会議等（第二十六条―第三十三条） 

附則 

 

二十一世紀における我が国の発展のためには、子どもたちが健全な心と身体を培い、未来や

国際社会に向かって羽ばたくことができるようにするとともに、すべての国民が心身の健

康を確保し、生涯にわたって生き生きと暮らすことができるようにすることが大切である。 

 

子どもたちが豊かな人間性をはぐくみ、生きる力を身に付けていくためには、何よりも

「食」が重要である。今、改めて、食育を、生きる上での基本であって、知育、徳育及び

体育の基礎となるべきものと位置付けるとともに、様々な経験を通じて「食」に関する知

識と「食」を選択する力を習得し、健全な食生活を実践することができる人間を育てる食

育を推進することが求められている。もとより、食育はあらゆる世代の国民に必要なもの

であるが、子どもたちに対する食育は、心身の成長及び人格の形成に大きな影響を及ぼし、

生涯にわたって健全な心と身体を培い豊かな人間性をはぐくんでいく基礎となるものであ

る。 

一方、社会経済情勢がめまぐるしく変化し、日々忙しい生活を送る中で、人々は、毎日の

「食」の大切さを忘れがちである。国民の食生活においては、栄養の偏り、不規則な食事、

肥満や生活習慣病の増加、過度の痩そう身志向などの問題に加え、新たな「食」の安全上

の問題や、「食」の海外への依存の問題が生じており、「食」に関する情報が社会に氾は

ん濫する中で、人々は、食生活の改善の面からも、「食」の安全の確保の面からも、自ら

「食」のあり方を学ぶことが求められている。また、豊かな緑と水に恵まれた自然の下で

先人からはぐくまれてきた、地域の多様性と豊かな味覚や文化の香りあふれる日本の「食」

が失われる危機にある。 

 

こうした「食」をめぐる環境の変化の中で、国民の「食」に関する考え方を育て、健全

な食生活を実現することが求められるとともに、都市と農山漁村の共生・対流を進め、

「食」に関する消費者と生産者との信頼関係を構築して、地域社会の活性化、豊かな食文

化の継承及び発展、環境と調和のとれた食料の生産及び消費の推進並びに食料自給率の向

上に寄与することが期待されている。 

 

国民一人一人が「食」について改めて意識を高め、自然の恩恵や「食」に関わる人々の様々

な活動への感謝の念や理解を深めつつ、「食」に関して信頼できる情報に基づく適切な判

断を行う能力を身に付けることによって、心身の健康を増進する健全な食生活を実践する

ために、今こそ、家庭、学校、保育所、地域等を中心に、国民運動として、食育の推進に

取り組んでいくことが、我々に課せられている課題である。さらに、食育の推進に関する

我が国の取組が、海外との交流等を通じて食育に関して国際的に貢献することにつながる

ことも期待される。 

 

ここに、食育について、基本理念を明らかにしてその方向性を示し、国、地方公共団体

及び国民の食育の推進に関する取組を総合的かつ計画的に推進するため、この法律を制定

する。 
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第一章  総則 

（目的） 

第一条 この法律は、近年における国民の食生活をめぐる環境の変化に伴い、国民が生涯に

わたって健全な心身を培い、豊かな人間性をはぐくむための食育を推進することが緊要な

課題となっていることにかんがみ、食育に関し、基本理念を定め、及び国、地方公共団

体等の責務を明らかにするとともに、食育に関する施策の基本となる事項を定めることに

より、食育に関する施策を総合的かつ計画的に推進し、もって現在及び将来にわたる健

康で文化的な国民の生活と豊かで活力ある社会の実現に寄与することを目的とする。 

（国民の心身の健康の増進と豊かな人間形成） 

第二条 食育は、食に関する適切な判断力を養い、生涯にわたって健全な食生活を実現す

ることにより、国民の心身の健康の増進と豊かな人間形成に資することを旨として、行

われなければならない。 

（食に関する感謝の念と理解） 

第三条 食育の推進に当たっては、国民の食生活が、自然の恩恵の上に成り立っており、

また、食に関わる人々の様々な活動に支えられていることについて、感謝の念や理解が

深まるよう配慮されなければならない。 

（食育推進運動の展開） 

第四条 食育を推進するための活動は、国民、民間団体等の自発的意思を尊重し、地域の

特性に配慮し、地域住民その他の社会を構成する多様な主体の参加と協力を得るものと

するとともに、その連携を図りつつ、あまねく全国において展開されなければならない。 

（子どもの食育における保護者、教育関係者等の役割） 

第五条  食育は、父母その他の保護者にあっては、家庭が食育において重要な役割を有

していることを認識するとともに、子どもの教育、保育等を行う者にあっては、教育、

保育等における食育の重要性を十分自覚し、積極的に子どもの食育の推進に関する活動

に取り組むこととなるよう、行われなければならない。 

（食に関する体験活動と食育推進活動の実践） 

第六条 食育は、広く国民が家庭、学校、保育所、地域その他のあらゆる機会とあらゆる

場所を利用して、食料の生産から消費等に至るまでの食に関する様々な体験活動を行う

とともに、自ら食育の推進のための活動を実践することにより、食に関する理解を深め

ることを旨として、行われなければならない。 

（伝統的な食文化、環境と調和した生産等への配意及び農山漁村の活性化と食料自給率の向

上への貢献） 

第七条  食育は、我が国の伝統のある優れた食文化、地域の特性を生かした食生活、環

境と調和のとれた食料の生産とその消費等に配意し、我が国の食料の需要及び供給の

状況についての国民の理解を深めるとともに、食料の生産者と消費者との交流 

等を図ることにより、農山漁村の活性化と我が国の食料自給率の向上に資するよう、推

進されなければならない。 

（食品の安全性の確保等における食育の役割） 

第八条 食育は、食品の安全性が確保され安心して消費できることが健全な食生活の基礎で

あることにかんがみ、食品の安全性をはじめとする食に関する幅広い情報の提供及びこれ

についての意見交換が、食に関する知識と理解を深め、国民の適切な食生活の実践に資

することを旨として、国際的な連携を図りつつ積極的に行われなければならない。 
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（国の責務） 

第九条  国は、第二条から前条までに定める食育に関する基本理念（以下「基本理念」と

いう。）にのっとり、食育の推進に関する施策を総合的かつ計画的に策定し、及び実

施する責務を有する。 

（地方公共団体の責務） 

第十条 地方公共団体は、基本理念にのっとり、食育の推進に関し、国との連携を図りつ

つ、その地方公共団体の区域の特性を生かした自主的な施策を策定し、及び実施する責

務を有する。 

（教育関係者等及び農林漁業者等の責務） 

第十一条 教育並びに保育、介護その他の社会福祉、医療及び保健（以下「教育等」と

いう。）に関する職務に従事する者並びに教育等に関する関係機関及び関係団体（以

下「教育関係者等」という。）は、食に関する関心及び理解の増進に果たすべき重要な

役割にかんがみ、基本理念にのっとり、あらゆる機会とあらゆる場所を利用して、積極

的に食育を推進するよう努めるとともに、他の者の行う食育の推進に関する活動に協力

するよう努めるものとする。 

２ 農林漁業者及び農林漁業に関する団体（以下「農林漁業者等」という。）は、農林漁

業に関する体験活動等が食に関する国民の関心及び理解を増進する上で重要な意義を有

することにかんがみ、基本理念にのっとり、農林漁業に関する多様な体験の機会を積極

的に提供し、自然の恩恵と食に関わる人々の活動の重要性について、国民の理解が深ま

るよう努めるとともに、教育関係者等と相互に連携して食育の推進に関する活動を行う

よう努めるものとする。 

（食品関連事業者等の責務） 

第十二条 食品の製造、加工、流通、販売又は食事の提供を行う事業者及びその組織する

団体（以下「食品関連事業者等」という。）は、基本理念にのっとり、その事業活動に

関し、自主的かつ積極的に食育の推進に自ら努めるとともに、国又は地方公共団体が実

施する食育の推進に関する施策その他の食育の推進に関する活動に協力するよう努める

ものとする。 

（国民の責務） 

第十三条 国民は、家庭、学校、保育所、地域その他の社会のあらゆる分野において、基本理

念にのっとり、生涯にわたり健全な食生活の実現に自ら努めるとともに、食育の推進に

寄与するよう努めるものとする。 

（法制上の措置等） 

第十四条 政府は、食育の推進に関する施策を実施するため必要な法制上又は財政上の措

置その他の措置を講じなければならない。 

（年次報告） 

第十五条 政府は、毎年、国会に、政府が食育の推進に関して講じた施策に関する報告書

を提出しなければならない。 

 

第二章  食育推進基本計画等 

（食育推進基本計画） 

第十六条 食育推進会議は、食育の推進に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るた

め、食育推進基本計画を作成するものとする。 

２ 食育推進基本計画は、次に掲げる事項について定めるものとする。 

一 食育の推進に関する施策についての基本的な方針 

二 食育の推進の目標に関する事項 

三 国民等の行う自発的な食育推進活動等の総合的な促進に関する事項 

四 前三号に掲げるもののほか、食育の推進に関する施策を総合的かつ計画的に推進する

ために必要な事項 
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３ 食育推進会議は、第一項の規定により食育推進基本計画を作成したときは、速や

かにこれを農林水産大臣に報告し、及び関係行政機関の長に通知するとともに、そ

の要旨を公表しなければならない。 

４ 前項の規定は、食育推進基本計画の変更について準用する。 

 

（都道府県食育推進計画） 

第十七条 都道府県は、食育推進基本計画を基本として、当該都道府県の区域内における

食育の推進に関する施策についての計画（以下「都道府県食育推進計画」という。）を

作成するよう努めなければならない。 

２  都道府県（都道府県食育推進会議が置かれている都道府県にあっては、都道府県食

育推進会議）は、都道府県食育推進計画を作成し、又は変更したときは、速やかに、そ

の要旨を公表しなければならない。 

（市町村食育推進計画） 

第十八条 市町村は、食育推進基本計画（都道府県食育推進計画が作成されているときは、

食育推進基本計画及び都道府県食育推進計画）を基本として、当該市町村の区域内にお

ける食育の推進に関する施策についての計画（以下「市町村食育推進計画」という。）

を作成するよう努めなければならない。 

２ 市町村（市町村食育推進会議が置かれている市町村にあっては、市町村食育推進会

議）は、市町村食育推進計画を作成し、又は変更したときは、速やかに、その要旨を公

表しなければならない。 

 

第三章  基本的施策 

（家庭における食育の推進） 

第十九条 国及び地方公共団体は、父母その他の保護者及び子どもの食に対する関心及び

理解を深め、健全な食習慣の確立に資するよう、親子で参加する料理教室その他の食事

についての望ましい習慣を学びながら食を楽しむ機会の提供、健康美に関する知識の啓

発その他の適切な栄養管理に関する知識の普及及び情報の提供、妊産婦に対する栄養指

導又は乳幼児をはじめとする子どもを対象とする発達段階に応じた栄養指導その他の家

庭における食育の推進を支援するために必要な施策を講ずるものとする。 

 

（学校、保育所等における食育の推進） 

第二十条 国及び地方公共団体は、学校、保育所等において魅力ある食育の推進に関する

活動を効果的に促進することにより子どもの健全な食生活の実現及び健全な心身の成

長が図られるよう、学校、保育所等における食育の推進のための指針の作成に関する支

援、食育の指導にふさわしい教職員の設置及び指導的立場にある者の食育の推進におい

て果たすべき役割についての意識の啓発その他の食育に関する指導体制の整備、学校、

保育所等又は地域の特色を生かした学校給食等の実施、教育の一環として行われる農場

等における実習、食品の調理、食品廃棄物の再生利用等様々な体験活動を通じた子ども

の食に関する理解の促進、過度の痩そう身又は肥満の心身の健康に及ぼす影響等につい

ての知識の啓発その他必要な施策を講ずるものとする。 

 

（地域における食生活の改善のための取組の推進） 

第二十一条 国及び地方公共団体は、地域において、栄養、食習慣、食料の消費等に関す

る食生活の改善を推進し、生活習慣病を予防して健康を増進するため、健全な食生活に

関する指針の策定及び普及啓発、地域における食育の推進に関する専門的知識を有する

者の養成及び資質の向上並びにその活用、保健所、市町村保健センター、医療機関等に

おける食育に関する普及及び啓発活動の推進、医学教育等における食育に関する指導の

充実、食品関連事業者等が行う食育の推進のための活動への支援等必要な施策を講ずる

ものとする。 
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（食育推進運動の展開） 

第二十二条 国及び地方公共団体は、国民、教育関係者等、農林漁業者等、食品関連事業

者等その他の事業者若しくはその組織する団体又は消費生活の安定及び向上等のための

活動を行う民間の団体が自発的に行う食育の推進に関する活動が、地域の特性を生かし

つつ、相互に緊密な連携協力を図りながらあまねく全国において展開されるようにする

とともに、関係者相互間の情報及び意見の交換が促進されるよう、食育の推進に関する

普及啓発を図るための行事の実施、重点的かつ効果的に食育の推進に関する活動を推進

するための期間の指定その他必要な施策を講ずるものとする。 

２ 国及び地方公共団体は、食育の推進に当たっては、食生活の改善のための活動その他

の食育の推進に関する活動に携わるボランティアが果たしている役割の重要性にかんが

み、これらのボランティアとの連携協力を図りながら、その活動の充実が図られるよう

必要な施策を講ずるものとする。 

 

（生産者と消費者との交流の促進、環境と調和のとれた農林漁業の活性化等） 

第二十三条 国及び地方公共団体は、生産者と消費者との間の交流の促進等により、生

産者と消費者との信頼関係を構築し、食品の安全性の確保、食料資源の有効な利用の

促進及び国民の食に対する理解と関心の増進を図るとともに、環境と調和のとれた農林

漁業の活性化に資するため、農林水産物の生産、食品の製造、流通等における体験活動

の促進、農林水産物の生産された地域内の学校給食等における利用その他のその地域内

における消費の促進、創意工夫を生かした食品廃棄物の発生の抑制及び再生利用等必要

な施策を講ずるものとする。 

 

（食文化の継承のための活動への支援等） 

第二十四条 国及び地方公共団体は、伝統的な行事や作法と結びついた食文化、地域の特

色ある食文化等我が国の伝統のある優れた食文化の継承を推進するため、これらに関す

る啓発及び知識の普及その他の必要な施策を講ずるものとする。 

 

（食品の安全性、栄養その他の食生活に関する調査、研究、情報の提供及び国際交流の推

進） 

第二十五条 国及び地方公共団体は、すべての世代の国民の適切な食生活の選択に資する

よう、国民の食生活に関し、食品の安全性、栄養、食習慣、食料の生産、流通及び消費

並びに食品廃棄物の発生及びその再生利用の状況等について調査及び研究を行うととも

に、必要な各種の情報の収集、整理及び提供、データベースの整備その他食に関する正

確な情報を迅速に提供するために必要な施策を講ずるものとする。 

２ 国及び地方公共団体は、食育の推進に資するため、海外における食品の安全性、栄養、

食習慣等の食生活に関する情報の収集、食育に関する研究者等の国際的交流、食育の推

進に関する活動についての情報交換その他国際交流の推進のために必要な施策を講ずる

ものとする。 

 

第四章  食育推進会議等 

（食育推進会議の設置及び所掌事務） 
第二十六条 農林水産省に、食育推進会議を置く。 

２ 食育推進会議は、次に掲げる事務をつかさどる。 

一 食育推進基本計画を作成し、及びその実施を推進すること。 

二 前号に掲げるもののほか、食育の推進に関する重要事項について審議し、及び食育の

推進に関する施策の実施を推進すること。 

（組織） 

第二十七条 食育推進会議は、会長及び委員二十五人以内をもって組織する。 
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（会長） 

第二十八条 会長は、農林水産大臣をもって充てる。  

２ 会長は、会務を総理する。 

３  会長に事故があるときは、あらかじめその指名する委員がその職務を代理する。 

 

（委員） 
第二十九条 委員は、次に掲げる者をもって充てる。 

一 農林水産大臣以外の国務大臣のうちから、農林水産大臣の申出により、内閣総理大臣

が指定する者 

二  食育に関して十分な知識と経験を有する者のうちから、農林水産大臣が任命する者 

２  前項第二号の委員は、非常勤とする。 

 

（委員の任期） 

第三十条 前条第一項第二号の委員の任期は、二年とする。ただし、補欠の委員の任期は、

前任者の残任期間とする。 

２ 前条第一項第二号の委員は、再任されることができる。 

 

（政令への委任） 

第三十一条 この章に定めるもののほか、食育推進会議の組織及び運営に関し必要な事項

は、政令で定める。 

 

（都道府県食育推進会議） 

第三十二条 都道府県は、その都道府県の区域における食育の推進に関して、都道府県食

育推進計画の作成及びその実施の推進のため、条例で定めるところにより、都道府県食

育推進会議を置くことができる。 

２  都道府県食育推進会議の組織及び運営に関し必要な事項は、都道府県の条例で定める。 

 

（市町村食育推進会議） 

第三十三条 市町村は、その市町村の区域における食育の推進に関して、市町村食育推進

計画の作成及びその実施の推進のため、条例で定めるところにより、市町村食育推進会

議を置くことができる。 

２  市町村食育推進会議の組織及び運営に関し必要な事項は、市町村の条例で定める。 

 

附 則 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して一月を超えない範囲内において政令で定める

日から施行する。 

〔平成一七年七月政令二三五号により、平成一七・七・一五から施行〕 

 

（内閣府設置法の一部改正） 

第二条  内閣府設置法の一部を次のように改正する。 

〔次のよう略〕 

 

附  則〔平成二一年六月五日法律第四九号抄〕 

（施行期日） 

第一条 この法律は、消費者庁及び消費者委員会設置法（平成二十一年法律第四十八号）の

施行の日〔平成二一年九月一日〕から施行する。〔後略〕 
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附  則〔平成二七年九月一一日法律第六六号抄〕 

 

（施行期日） 

第一条 この法律は、平成二十八年四月一日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定

は、当該各号に定める日から施行する。 

一 附則第七条の規定 公布の日 

二  〔略〕 

 

（食育基本法の一部改正に伴う経過措置） 

第四条  この法律の施行の際現に第二十五条の規定による改正前の食育基本法第二十六

条第一項の規定により置かれている食育推進会議は、第二十五条の規定による改正後

の食育基本法第二十六条第一項の規定により置かれる食育推進会議となり、同一性をも

って存続するものとする。 

（政令への委任） 

第七条 附則第二条から前条までに定めるもののほか、この法律の施行に関し必要な経

過措置は、政令で定める。 
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〇学校給食衛生管理基準 

〔平成二十一年三月三十一日号外文部科学省告示第六十四号〕 

 

学校給食法（昭和二十九年法律第百六十号）第九条第一項の規定に基づき、学校給食衛生

管理基準を次のように定め、平成二十一年四月一日から施行する。 

 

第１  総則 

１ 学校給食を実施する都道府県教育委員会及び市区町村教育委員会（以下「教育委員会」 

という。）、附属学校を設置する国立大学法人及び私立学校の設置者（以下「教育委員会等」

という。）は、自らの責任において、必要に応じて、保健所の協力、助言及び援助（食

品衛生法（昭和二十二年法律第二百三十三号）に定める食品衛生監視員による監視指導

を含む。）を受けつつ、ＨＡＣＣＰ（コーデックス委員会（国連食糧農業機関／世界保

健機関合同食品規格委員会）総会において採択された「危害分析・重要管理点方式とそ

の適用に関するガイドライン」に規定されたＨＡＣＣＰ（Ｈａｚａｒｄ  Ａｎａｌｙｓ

ｉｓ  ａｎｄ  Ｃｒｉｔｉｃ ａｌ  Ｃｏｎｔｒｏｌ  Ｐｏｉｎｔ：危害分析・重要管

理点）をいう。）の考え方に基づき単独調理場、共同調理場（調理等の委託を行う場合

を含む。以下「学校給食調理場」という。）並びに共同調理場の受配校の施設及び設備、

食品の取扱い、調理作業、衛生管理体制等について実態把握に努め、衛生管理上の問題

がある場合には、学校医又は学校薬剤師の協力を得て速やかに改善措置を図ること。 

 

第２ 学校給食施設及び設備の整備及び管理に係る衛生管理基準 

１ 学校給食施設及び設備の整備及び管理に係る衛生管理基準は、次の各号に掲げる項目ご 

とに、次のとおりとする。 

（１）学校給食施設 

①共通事項 

一 学校給食施設は、衛生的な場所に設置し、食数に適した広さとすること。また、

随時施設の点検を行い、その実態の把握に努めるとともに、施設の新増築、改築、修理

その他の必要な措置を講じること。 

二  学校給食施設は、別添の「学校給食施設の区分」に従い区分することとし、調理

場（学校給食調理員が調理又は休憩等を行う場所であって、別添中区分の欄に示す

「調理場」をいう。以下同じ。）は、二次汚染防止の観点から、汚染作業区域、非汚

染作業区域及びその他の区域（それぞれ別添中区分の欄に示す「汚染作業区域」、

「非汚染作業区域」及び「その他の区域（事務室等を除く。）」をいう。以下同じ。）に

部屋単位で区分すること。ただし、洗浄室は、使用状況に応じて汚染作業区域又は非

汚染作業区域に区分することが適当であることから、別途区分すること。また、検

収、保管、下処理、調理及び配膳の各作業区域並びに更衣休憩にあてる区域及び前

室に区分するよう努めること。 

三 ドライシステムを導入するよう努めること。また、ドライシステムを導入していな

い調理場においてもドライ運用を図ること。 

四 作業区域（別添中区分の欄に示す「作業区域」をいう。以下同じ。）の外部に開 

放される箇所にはエアカーテンを備えるよう努めること。 

五 学校給食施設は、設計段階において保健所及び学校薬剤師等の助言を受けるとと

もに、栄養教諭又は学校栄養職員（以下「栄養教諭等」という。）その他の関係者の

意見を取り入れ整備すること。 
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②作業区域内の施設 

一 食品を取り扱う場所（作業区域のうち洗浄室を除く部分をいう。以下同じ。）は、

内部の温度及び湿度管理が適切に行える空調等を備えた構造とするよう努めること。 

二 食品の保管室は、専用であること。また、衛生面に配慮した構造とし、食品の搬入及

び搬出に当たって、調理室を経由しない構造及び配置とすること。 

三 外部からの汚染を受けないような構造の検収室を設けること。 

四  排水溝は、詰まり又は逆流がおきにくく、かつ排水が飛散しない構造及び配置とする

こと。 

五 釜周りの排水が床面に流れない構造とすること。 

六 配膳室は、外部からの異物の混入を防ぐため、廊下等と明確に区分すること。また、

その出入口には、原則として施錠設備を設けること。 

③その他の区域の施設 

一 廃棄物（調理場内で生じた廃棄物及び返却された残菜をいう。以下同じ。）の保管場

所は、調理場外の適切な場所に設けること。 

二 学校給食従事者専用の便所は、食品を取り扱う場所及び洗浄室から直接出入りでき

ない構造とすること。また、食品を取り扱う場所及び洗浄室から３ｍ以上離れた場所

に設けるよう努めること。さらに、便所の個室の前に調理衣を着脱できる場所を設け

るよう努めること。 

 

（２）学校給食設備 

①共通事項 

一 機械及び機器については、可動式にするなど、調理過程に合った作業動線となるよう

配慮した配置であること。 

二 全ての移動性の器具及び容器は、衛生的に保管するため、外部から汚染されない構造

の保管設備を設けること。 

三 給水給湯設備は、必要な数を使用に便利な位置に設置し、給水栓は、直接手指を触れ

ることのないよう、肘等で操作できるレバー式等であること。 

四 共同調理場においては、調理した食品を調理後２時間以内に給食できるようにするた

めの配送車を必要台数確保すること。 

②調理用の機械、機器、器具及び容器 

一 食肉類、魚介類、卵、野菜類、果実類等食品の種類ごとに、それぞれ専用に調理用

の器具及び容器を備えること。また、それぞれの調理用の器具及び容器は、下処理用、

調理用、加熱調理済食品用等調理の過程ごとに区別すること。 

二 調理用の機械、機器、器具及び容器は、洗浄及び消毒ができる材質、構造であり、

衛生的に保管できるものであること。また、食数に適した大きさと数量を備えること。 

三 献立及び調理内容に応じて、調理作業の合理化により衛生管理を充実するため、焼

き物機、揚げ物機、真空冷却機、中心温度管理機能付き調理機等の調理用の機械及び

機器を備えるよう努めること。 

③シンク 

一 シンクは、食数に応じてゆとりのある大きさ、深さであること。また、下処理室に

おける加熱調理用食品、非加熱調理用食品及び器具の洗浄に用いるシンクは別々に設

置するとともに、三槽式構造とすること。さらに、調理室においては、食品用及び器

具等の洗浄用のシンクを共用しないこと。あわせて、その他の用途用のシンクについ

ても相互汚染しないよう努めること。 
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④冷蔵及び冷凍設備 

一 冷蔵及び冷凍設備は、食数に応じた広さがあるものを原材料用及び調理用等に整備

し、共用を避けること。 

⑤温度計及び湿度計 

一 調理場内の適切な温度及び湿度の管理のために、適切な場所に正確な温度計及び湿

度計を備えること。また、冷蔵庫・冷凍庫の内部及び食器消毒庫その他のために、適

切な場所に正確な温度計を備えること。 

⑥廃棄物容器等 

一 ふた付きの廃棄物専用の容器を廃棄物の保管場所に備えること。 

二  調理場には、ふた付きの残菜入れを備えること。 

⑦学校給食従事者専用手洗い設備等 

一 学校給食従事者の専用手洗い設備は、前室、便所の個室に設置するとともに、作業区

分ごとに使用しやすい位置に設置すること。 

二 肘まで洗える大きさの洗面台を設置するとともに、給水栓は、直接手指を触れるこ

とのないよう、肘等で操作できるレバー式、足踏み式又は自動式等の温水に対応した

方式であること。 

三 学校食堂等に、児童生徒等の手洗い設備を設けること。 

 

（３）学校給食施設及び設備の衛生管理 

一 学校給食施設及び設備は、清潔で衛生的であること。 

二 冷蔵庫、冷凍庫及び食品の保管室は、整理整頓すること。また、調理室には、調理作

業に不必要な物品等を置かないこと。 

三 調理場は、換気を行い、温度は 25℃以下、湿度は 80％以下に保つよう努めること。

また、調理室及び食品の保管室の温度及び湿度並びに冷蔵庫及び冷凍庫内部の温度を

適切に保ち、これらの温度及び湿度は毎日記録すること。 

四 調理場内の温度計及び湿度計は、定期的に検査を行うこと。 

五 調理場の給水、排水、採光、換気等の状態を適正に保つこと。また、夏期の直射日光

を避ける設備を整備すること。 

六 学校給食施設及び設備は、ねずみ及びはえ、ごきぶり等衛生害虫の侵入及び発生を

防止するため、侵入防止措置を講じること。また、ねずみ及び衛生害虫の発生状況を

１ヶ月に１回以上点検し、発生を確認したときには、その都度駆除をすることとし、

必要な場合には、補修、整理整頓、清掃、清拭、消毒等を行い、その結果を記録する

こと。なお、殺そ剤又は殺虫剤を使用する場合は、食品を汚染しないようその取扱い

に十分注意すること。さらに、学校給食従事者専用の便所については、特に衛生害虫

に注意すること。 

七 学校給食従事者専用の便所には、専用の履物を備えること。また、定期的に清掃及び

消毒を行うこと。 

八 学校給食従事者専用の手洗い設備は、衛生的に管理するとともに、石けん液、消毒

用アルコール及びペーパータオル等衛生器具を常備すること。また、布タオルの使用

は避けること。さらに、前室の手洗い設備には個人用爪ブラシを常備すること。 

九 食器具、容器及び調理用の器具は、使用後、でん粉及び脂肪等が残留しないよう、

確実に洗浄するとともに、損傷がないように確認し、熱風保管庫等により適切に保管

すること。また、フードカッター、野菜切り機等調理用の機械及び機器は、使用後に

分解して洗浄及び消毒した後、乾燥させること。さらに、下処理室及び調理室内にお

ける機械、容器等の使用後の洗浄及び消毒は、全ての食品が下処理室及び調理室から

搬出された後に行うよう努めること。 

十 天井の水滴を防ぐとともに、かびの発生の防止に努めること。 

十一 床は破損箇所がないよう管理すること。 
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十二 清掃用具は、整理整頓し、所定の場所に保管すること。また、汚染作業区域と非汚染

作業区域の共用を避けること。 

 

２ 学校薬剤師等の協力を得て（１）の各号に掲げる事項について、毎学年１回定期に、 

（２）及び（３）の各号に掲げる事項については、毎学年３回定期に、検査を行い、そ

の実施記録を保管すること。 

 

第３ 調理の過程等における衛生管理に係る衛生管理基準 

１ 調理の過程等における衛生管理に係る衛生管理基準は、次の各号に掲げる項目ごとに、 

次のとおりとする。 

（１）献立作成 

一 献立作成は、学校給食施設及び設備並びに人員等の能力に応じたものとするととも

に、衛生的な作業工程及び作業動線となるよう配慮すること。 

二 高温多湿の時期は、なまもの、和えもの等については、細菌の増殖等が起こらない

ように配慮すること。 

三 保健所等から情報を収集し、地域における感染症、食中毒の発生状況に配慮するこ

と。 

四  献立作成委員会を設ける等により、栄養教諭等、保護者その他の関係者の意見を尊

重すること。 

五 統一献立（複数の学校で共通して使用する献立をいう。）を作成するに当たって

は、食品の品質管理又は確実な検収を行う上で支障を来すことがないよう、一定の地

域別又は学校種別等の単位に分けること等により適正な規模での作成に努めること。 

（２）学校給食用食品の購入 

①共通事項 

一 学校給食用食品（以下「食品」という。）の購入に当たっては、食品選定のため

の委員会等を設ける等により、栄養教諭等、保護者その他の関係者の意見を尊重す

ること。また、必要に応じて衛生管理に関する専門家の助言及び協力を受けられる

ような仕組みを整えること。 

二 食品の製造を委託する場合には、衛生上信用のおける製造業者を選定すること。

また、製造業者の有する設備、人員等から見た能力に応じた委託とすることとし、

委託者において、随時点検を行い、記録を残し、事故発生の防止に努めること。 

②食品納入業者 

一 保健所等の協力を得て、施設の衛生面及び食品の取扱いが良好で衛生上信用のお

ける食品納入業者を選定すること。 

二 食品納入業者又は納入業者の団体等との間に連絡会を設け、学校給食の意義、役割

及び衛生管理の在り方について定期的な意見交換を行う等により、食品納入業者の衛

生管理の啓発に努めること。 

三 売買契約に当たって、衛生管理に関する事項を取り決める等により、業者の検便、

衛生環境の整備等について、食品納入業者に自主的な取組を促すこと。 

四 必要に応じて、食品納入業者の衛生管理の状況を確認すること。 
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五 原材料及び加工食品について、製造業者若しくは食品納入業者等が定期的に実施

する微生物及び理化学検査の結果、又は生産履歴等を提出させること。また、検査

等の結果については、保健所等への相談等により、原材料として不適と判断した場

合には、食品納入業者の変更等適切な措置を講じること。さらに、検査結果を保管する

こと。 

③食品の選定 

一 食品は、過度に加工したものは避け、鮮度の良い衛生的なものを選定するよう配

慮すること。また、有害なもの又はその疑いのあるものは避けること。 

二 有害若しくは不必要な着色料、保存料、漂白剤、発色剤その他の食品添加物が添

加された食品、又は内容表示、消費期限及び賞味期限並びに製造業者、販売業者等

の名称及び所在地、使用原材料及び保存方法が明らかでない食品については使用し

ないこと。また、可能な限り、使用原材料の原産国についての記述がある食品を選

定すること。 

三 保健所等から情報提供を受け、地域における感染症、食中毒の発生状況に応じて、

食品の購入を考慮すること。 

（３）食品の検収・保管等 

一 検収は、あらかじめ定めた検収責任者が、食品の納入に立会し、品名、数量、納品時

間、納入業者名、製造業者名及び所在地、生産地、品質、鮮度、箱、袋の汚れ、破

れその他の包装容器等の状況、異物混入及び異臭の有無、消費期限又は賞味期限、

製造年月日、品温（納入業者が運搬の際、適切な温度管理を行っていたかどうかを

含む。）、年月日表示、ロット（一の製造期間内に一連の製造工程により均質性を

有するように製造された製品の一群をいう。以下同じ。）番号その他のロットに関する

情報について、毎日、点検を行い、記録すること。また、納入業者から直接納入する

食品の検収は、共同調理場及び受配校において適切に分担し実施するとともに、そ

の結果を記録すること。 

二 検収のために必要な場合には、検収責任者の勤務時間を納入時間に合わせて割り振

ること。 

三 食肉類、魚介類等生鮮食品は、原則として、当日搬入するとともに、一回で使い

切る量を購入すること。また、当日搬入できない場合には、冷蔵庫等で適切に温度

管理するなど衛生管理に留意すること。 

四 納入業者から食品を納入させるに当たっては、検収室において食品の受け渡しを行

い、下処理室及び調理室に立ち入らせないこと。 

五 食品は、検収室において、専用の容器に移し替え、下処理室及び食品の保管室に

ダンボール等を持ち込まないこと。また、検収室内に食品が直接床面に接触しない

よう床面から 60 ㎝以上の高さの置台を設けること。 

六 食品を保管する必要がある場合には、食肉類、魚介類、野菜類等食品の分類ごと

に区分して専用の容器で保管する等により、原材料の相互汚染を防ぎ、衛生的な管

理を行うこと。また、別紙「学校給食用食品の原材料、製品等の保存基準」に従い、

棚又は冷蔵冷凍設備に保管すること。 

七 牛乳については、専用の保冷庫等により適切な温度管理を行い、新鮮かつ良好なも

のが飲用に供されるよう品質の保持に努めること。 

八 泥つきの根菜類等の処理は、検収室で行い、下処理室を清潔に保つこと。 

（４）調理過程 

①共通事項 

一 給食の食品は、原則として、前日調理を行わず、全てその日に学校給食調理場で

調理し、生で食用する野菜類、果実類等を除き、加熱処理したものを給食
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すること。また、加熱処理する食品については、中心部温度計を用いるなどにより、

中心部が 75℃で１分間以上（二枚貝等ノロウイルス汚染のおそれのある食品の場合

は 85℃で１分間以上）又はこれと同等以上の温度まで加熱されていることを確認し、

その温度と時間を記録すること。さらに、中心温度計については、定期的に検査を

行い、正確な機器を使用すること。 

二 野菜類の使用については、二次汚染防止の観点から、原則として加熱調理するこ

と。また、教育委員会等において、生野菜の使用に当たっては、食中毒の発生状況、

施設及び設備の状況、調理過程における二次汚染防止のための措置、学校給食調理員の

研修の実施、管理運営体制の整備等の衛生管理体制の実態、並びに生野菜の食生活

に果たす役割等を踏まえ、安全性を確認しつつ、加熱調理の有無を判断すること。

さらに、生野菜の使用に当たっては、流水で十分洗浄し、必要に応じて、消毒する

とともに、消毒剤が完全に洗い落とされるまで流水で水洗いすること。 

三 和えもの、サラダ等の料理の混ぜ合わせ、料理の配食及び盛りつけに際しては、

清潔な場所で、清潔な器具を使用し、料理に直接手を触れないよう調理すること。 

四 和えもの、サラダ等については、各食品を調理後速やかに冷却機等で冷却を行っ

た上で、冷却後の二次汚染に注意し、冷蔵庫等で保管するなど適切な温度管理を行

うこと。また、やむを得ず水で冷却する場合は、直前に使用水の遊離残留塩素が 

0.1㎎／Ｌ以上であることを確認し、確認した数値及び時間を記録すること。さら

に、和える時間を配食の直前にするなど給食までの時間の短縮を図り、調理終了時

に温度及び時間を記録すること。 

五 マヨネーズは、つくらないこと。 

六 缶詰は、缶の状態、内壁塗装の状態等を注意すること。 

②使用水の安全確保 

一 使用水は、学校環境衛生基準（平成二十一年文部科学省告示第六十号）に定める

基準を満たす飲料水を使用すること。また、毎日、調理開始前に十分流水した後及

び調理終了後に遊離残留塩素が 0.1 ㎎／Ｌ以上であること並びに外観、臭気、味等

について水質検査を実施し、その結果を記録すること。 

二 使用水について使用に不適な場合は、給食を中止し速やかに改善措置を講じるこ

と。また、再検査の結果使用した場合は、使用した水１Ｌを保存食用の冷凍庫に－

20℃以下で２週間以上保存すること。 

三 貯水槽を設けている場合は、専門の業者に委託する等により、年１回以上清掃する

こと。また、清掃した証明書等の記録は１年間保管すること。 

③二次汚染の防止 

一 献立ごとに調理作業の手順、時間及び担当者を示した調理作業工程表並びに食品

の動線を示した作業動線図を作成すること。また、調理作業工程表及び作業動線図

を作業前に確認し、作業に当たること。 

二 調理場における食品及び調理用の器具及び容器は、床面から60㎝以上の高さの置台

の上に置くこと。 

三 食肉、魚介類及び卵は、専用の容器、調理用の機器及び器具を使用し、他の食品へ

の二次汚染を防止すること。 

四 調理作業中の食品並びに調理用の機械、機器、器具及び容器の汚染の防止の徹底

を図ること。また、包丁及びまな板類については食品別及び処理別の使い分けの徹

底を図ること。 
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五 下処理後の加熱を行わない食品及び加熱調理後冷却する必要のある食品の保管には、

原材料用冷蔵庫は使用しないこと。 

六 加熱調理した食品を一時保存する場合又は調理終了後の食品については、衛生的

な容器にふたをして保存するなど、衛生的な取扱いを行い、他からの二次汚染を防

止すること。 

七 調理終了後の食品は、素手でさわらないこと。 

八 調理作業時には、ふきんは使用しないこと。 

九 エプロン、履物等は、色分けする等により明確に作業区分ごとに使い分けること。

また、保管の際は、作業区分ごとに洗浄及び消毒し、翌日までに乾燥させ、区分し

て保管するなど、衛生管理に配慮すること。 

④食品の適切な温度管理等 

一 調理作業時においては、調理室内の温度及び湿度を確認し、その記録を行うこと。

また、換気を行うこと。 

二 原材料の適切な温度管理を行い、鮮度を保つこと。また、冷蔵保管及び冷凍保管す

る必要のある食品は常温放置しないこと。 

三 加熱調理後冷却する必要のある食品については、冷却機等を用いて温度を下げ、

調理用冷蔵庫で保管し、食中毒菌等の発育至適温度帯の時間を可能な限り短くする

こと。また、加熱終了時、冷却開始時及び冷却終了時の温度及び時間を記録するこ

と。 

四 配送及び配食に当たっては、必要に応じて保温食缶及び保冷食缶若しくは蓄冷材等

を使用し、温度管理を行うこと。 

五 調理後の食品は、適切な温度管理を行い、調理後２時間以内に給食できるよう努

めること。また、配食の時間を毎日記録すること。さらに、共同調理場においては、

調理場搬出時及び受配校搬入時の時間を毎日記録するとともに、温度を定期的に記

録すること。 

六 加熱調理食品にトッピングする非加熱調理食品は、衛生的に保管し、トッピングす

る時期は給食までの時間が極力短くなるようにすること。 

⑤廃棄物処理 

一 廃棄物は、分別し、衛生的に処理すること。 

二 廃棄物は、汚臭、汚液がもれないように管理すること。また、廃棄物のための容器

は、作業終了後速やかに清掃し、衛生上支障がないように保持すること。 

三  返却された残菜は、非汚染作業区域に持ち込まないこと。 

四 廃棄物は、作業区域内に放置しないこと。 

五 廃棄物の保管場所は、廃棄物の搬出後清掃するなど、環境に悪影響を及ぼさないよ

う管理すること。 

（５）配送及び配食 

①配送 

一 共同調理場においては、容器、運搬車の設備の整備に努め、運搬途中の塵埃等に

よる調理済食品等の汚染を防止すること。また、調理済食品等が給食されるまでの

温度の管理及び時間の短縮に努めること。 

②配食等 

一 配膳室の衛生管理に努めること。 

二 食品を運搬する場合は、容器にふたをすること。 

三 パンの容器、牛乳等の瓶その他の容器等の汚染に注意すること。 

四 はし等を児童生徒の家庭から持参させる場合は、不衛生にならないよう指導するこ

と。 
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五 給食当番等配食を行う児童生徒及び教職員については、毎日、下痢、発熱、腹痛等

の有無その他の健康状態及び衛生的な服装であることを確認すること。また、配食前、

用便後の手洗いを励行させ、清潔な手指で食器及び食品を扱うようにすること。 

六 教職員は、児童生徒の嘔吐物のため汚れた食器具の消毒を行うなど衛生的に処理し、

調理室に返却するに当たっては、その旨を明示し、その食器具を返却すること。また、

嘔吐物は、調理室には返却しないこと。 

（６）検食及び保存食等 

①検食 

一 検食は、学校給食調理場及び共同調理場の受配校において、あらかじめ責任者を定

めて児童生徒の摂食開始時間の30分前までに行うこと。また、異常があった場合には、

給食を中止するとともに、共同調理場の受配校においては、速やかに共同調理場に連

絡すること。 

二  検食に当たっては、食品の中に人体に有害と思われる異物の混入がないか、調理過

程において加熱及び冷却処理が適切に行われているか、食品の異味、異臭その他の異

常がないか、一食分としてそれぞれの食品の量が適当か、味付け、香り、色彩並びに

形態等が適切か、及び、児童生徒の嗜好との関連はどのように配慮されているか確認

すること。 

三 検食を行った時間、検食者の意見等検食の結果を記録すること。 

②保存食 

一 保存食は、毎日、原材料、加工食品及び調理済食品を食品ごとに50ｇ程度ずつビニ

ール袋等清潔な容器に密封して入れ、専用冷凍庫に－20℃以下で２週間以上保存する

こと。また、納入された食品の製造年月日若しくはロットが違う場合又は複数の釜で

調理した場合は、それぞれ保存すること。 

二 原材料は、洗浄、消毒等を行わず、購入した状態で保存すること。ただし、卵につ

いては、全て割卵し、混合したものから50ｇ程度採取し保存すること。 

三  保存食については、原材料、加工食品及び調理済食品が全て保管されているか並び

に廃棄した日時を記録すること。 

四  共同調理場の受配校に直接搬入される食品についても共同調理場で保存すること。

また、複数の業者から搬入される食品については、各業者ごとに保存すること。 

五  児童生徒の栄養指導及び盛りつけの目安とする展示食を保存食と兼用しないこと。 

③残食及び残品 

一 パン等残食の児童生徒の持ち帰りは、衛生上の見地から、禁止することが望ましい。 

二 パン、牛乳、おかず等の残品は、全てその日のうちに処分し、翌日に繰り越して使

用しないこと。 

 

２ 学校薬剤師等の協力を得て１の各号に掲げる事項について、毎学年１回（（３）、（４）

②及び（６）①、②にあっては毎学年３回）、定期に検査を行い、その実施記録を保管す

ること。 
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第４  衛生管理体制に係る衛生管理基準 

１ 衛生管理体制に係る衛生管理基準は、次の各号に掲げる項目ごとに、次のとおりとする。 

（１）衛生管理体制 

一 学校給食調理場においては、栄養教諭等を衛生管理責任者として定めること。ただし、

栄養教諭等が現にいない場合は、調理師資格を有する学校給食調理員等を衛生管理責任

者として定めること。 

二 衛生管理責任者は、施設及び設備の衛生、食品の衛生及び学校給食調理員の衛生の日

常管理等に当たること。また、調理過程における下処理、調理、配送等の作業工程を分

析し、各工程において清潔かつ迅速に加熱及び冷却調理が適切に行われているかを確認

し、その結果を記録すること。 

三 校長又は共同調理場の長（以下「校長等」という。）は、学校給食の衛生管理につい

て注意を払い、学校給食関係者に対し、衛生管理の徹底を図るよう注意を促し、学校給

食の安全な実施に配慮すること。 

四 校長等は、学校保健委員会等を活用するなどにより、栄養教諭等、保健主事、養護教

諭等の教職員、学校医、学校歯科医、学校薬剤師、保健所長等の専門家及び保護者が連

携した学校給食の衛生管理を徹底するための体制を整備し、その適切な運用を図ること。 

五 校長等は、食品の検収等の日常点検の結果、異常の発生が認められる場合、食品の返

品、献立の一部又は全部の削除、調理済食品の回収等必要な措置を講じること。 

六 校長等は、施設及び設備等の日常点検の結果、改善が必要と認められる場合、必要な

応急措置を講じること。また、改善に時間を要する場合、計画的な改善を行うこと。 

七 校長等は、栄養教諭等の指導及び助言が円滑に実施されるよう、関係職員の意思疎通

等に配慮すること。 

八 教育委員会等は、栄養教諭等の衛生管理に関する専門性の向上を図るため、新規採用

時及び経験年数に応じた研修その他の研修の機会が確保されるよう努めること。 

九 教育委員会等は、学校給食調理員を対象とした研修の機会が確保されるよう努めるこ

と。また、非常勤職員等も含め可能な限り全員が等しく研修を受講できるよう配慮する

こと。 

十 教育委員会等は、設置する学校について、計画を立て、登録検査機関（食品衛生法

（昭和二十二年法律第二百三十三号）第四条第九項に規定する「登録検査機関」をい

う。）等に委託するなどにより、定期的に原材料及び加工食品について、微生物検査、

理化学検査を行うこと。 

十一 調理に直接関係のない者を調理室に入れないこと。調理及び点検に従事しない者が、

やむを得ず、調理室内に立ち入る場合には、食品及び器具等には触らせず、（３）三に

規定する学校給食従事者の健康状態等を点検し、その状態を記録すること。また、専用

の清潔な調理衣、マスク、帽子及び履物を着用させること。さらに、調理作業後の調理

室等は施錠するなど適切な管理を行うこと。 

（２）学校給食従事者の衛生管理 

一 学校給食従事者は、身体、衣服を清潔に保つこと。 

二 調理及び配食に当たっては、せき、くしゃみ、髪の毛等が食器、食品等につかない

よう専用で清潔な調理衣、エプロン、マスク、帽子、履物等を着用すること。 

三 作業区域用の調理衣等及び履物を着用したまま便所に入らないこと。 

四 作業開始前、用便後、汚染作業区域から非汚染作業区域に移動する前、食品に直接

触れる作業の開始直前及び生の食肉類、魚介類、卵、調理前の野菜類等に触れ、他の

食品及び器具等に触れる前に、手指の洗浄及び消毒を行うこと。 

（３）学校給食従事者の健康管理 

一 学校給食従事者については、日常的な健康状態の点検を行うとともに、年１回健康

診断を行うこと。また、当該健康診断を含め年３回定期に健康状態を把握することが

望ましい。 

二  検便は、赤痢菌、サルモネラ属菌、腸管出血性大腸菌血清型Ｏ157 その他必要な細

菌等について、毎月２回以上実施すること。 
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三  学校給食従事者の下痢、発熱、腹痛、嘔吐、化膿性疾患及び手指等の外傷等の有無

等健康状態を、毎日、個人ごとに把握するとともに、本人若しくは同居人に、感染症

予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（平成十年法律百十四号。以下「感

染症予防法」という。）に規定する感染症又はその疑いがあるかどうか毎日点検し、

これらを記録すること。また、下痢、発熱、腹痛、嘔吐をしており、感染症予防法に

規定する感染症又はその疑いがある場合には、医療機関に受診させ感染性疾患の有無

を確認し、その指示を励行させること。さらに、化膿性疾患が手指にある場合には、

調理作業への従事を禁止すること。 

四  ノロウイルスを原因とする感染性疾患による症状と診断された学校給食従事者は、

高感度の検便検査においてノロウイルスを保有していないことが確認されるまでの間、

食品に直接触れる調理作業を控えさせるなど適切な処置をとること。また、ノロウイ

ルスにより発症した学校給食従事者と一緒に食事を喫食する、又は、ノロウイルスに

よる発症者が家族にいるなど、同一の感染機会があった可能性がある調理従事者につ

いて速やかに高感度の検便検査を実施し、検査の結果ノロウイルスを保有していない

ことが確認されるまでの間、調理に直接従事することを控えさせる等の手段を講じる

よう努めること。 

（４）食中毒の集団発生の際の措置 

一 教育委員会等、学校医、保健所等に連絡するとともに、患者の措置に万全を期すこ

と。また、二次感染の防止に努めること。 

二  学校医及び保健所等と相談の上、医療機関を受診させるとともに、給食の停止、当

該児童生徒の出席停止及び必要に応じて臨時休業、消毒その他の事後措置の計画を立

て、これに基づいて食中毒の拡大防止の措置を講じること。 

三 校長の指導のもと養護教諭等が児童生徒の症状の把握に努める等関係職員の役割を

明確にし、校内組織等に基づいて学校内外の取組体制を整備すること。 

四  保護者に対しては、できるだけ速やかに患者の集団発生の状況を周知させ、協力を

求めること。その際、プライバシー等人権の侵害がないよう配慮すること。 

五  食中毒の発生原因については、保健所等に協力し、速やかに明らかとなるように努

め、その原因の除去、予防に努めること。 

２ １の（１）に掲げる事項については、毎学年１回、（２）及び（３）に掲げる事項につ

いては、毎学年３回定期に検査を行い、その実施記録を保管すること。 

 

第５  日常及び臨時の衛生検査 

１ 学校給食衛生管理の維持改善を図るため、次に掲げる項目について、毎日点検を行うも

のとする。 

（１）学校給食の施設及び設備は、清潔で衛生的であること。また、調理室及び食品の保

管室の温度及び湿度、冷蔵庫及び冷凍庫内部の温度を適切に保ち、これらの温度及び

湿度が記録されていること。 

（２）食器具、容器及び調理用器具は、使用後、でん粉及び脂肪等が残留しないよう、確

実に洗浄するとともに、損傷がないように確認し、熱風保管庫等により適切に保管さ

れていること。また、フードカッター、ミキサー等調理用の機械及び機器は、使用後

に分解して洗浄及び消毒した後、乾燥されていること。 

（３) 使用水に関しては、調理開始前に十分流水した後及び調理終了後に遊離残留塩素が 

0.1㎎／Ｌ以上であること並びに外観、臭気、味等について水質検査が実施され、記

録されていること。 

（４）調理室には、調理作業に不必要な物品等を置いていないこと。 

（５）食品については、品質、鮮度、箱、袋の汚れ、破れその他の包装容器等の状況、異 

物混入及び異臭の有無、消費期限、賞味期限の異常の有無等を点検するための検収が

適切に行われていること。また、それらが記録されていること。 

（６）食品等は、清潔な場所に食品の分類ごとに区分され衛生的な状態で保管されている

こと。 

（７）下処理、調理、配食は、作業区分ごとに衛生的に行われていること。 
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（８）生食する野菜類及び果実類等は流水で十分洗浄されていること。また、必要に応じ

て消毒されていること。 

（９）加熱、冷却が適切に行われていること。また、加熱すべき食品は加熱されているこ

と。さらに、その温度と時間が記録されていること。 

（10）調理に伴う廃棄物は、分別し、衛生的に処理されていること。 

（11）給食当番等配食を行う児童生徒及び教職員の健康状態は良好であり、服装は衛生的

であること。 

（12）調理終了後速やかに給食されるよう配送及び配食され、その時刻が記録されている

こと。さらに、給食前に責任者を定めて検食が行われていること。 

（13）保存食は、適切な方法で、２週間以上保存され、かつ記録されていること。 

（14）学校給食従事者の服装及び身体が清潔であること。また、作業開始前、用便後、汚

染作業区域から非汚染作業区域に移動する前、食品に直接触れる作業の開始直前及び

生の食肉類、魚介類、卵、調理前の野菜類等に触れ、他の食品及び器具等に触れる前

に、手指の洗浄及び消毒が行われていること。 

（15）学校給食従事者の下痢、発熱、腹痛、嘔吐、化膿性疾患及び手指等の外傷等の有無

等健康状態を、毎日、個人ごとに把握するとともに、本人若しくは同居人に感染症予

防法に規定する感染症又は、その疑いがあるかどうか毎日点検し、これらが記録され

ていること。また、下痢、発熱、腹痛、嘔吐をしており、感染症予防法に規定する感

染症又はその疑いがある場合には、医療機関に受診させ感染性疾患の有無を確認し、

その指示が励行されていること。さらに、化膿性疾患が手指にある場合には、調理作

業への従事が禁止されていること。 

２ 学校給食衛生管理の維持改善を図るため、次のような場合、必要があるときは臨時衛生

検査を行うものとする。 

①感染症・食中毒の発生のおそれがあり、また、発生したとき。 

②風水害等により環境が不潔になり、又は汚染され、感染症の発生のおそれがあるとき。 

③その他必要なとき。 

また、臨時衛生検査は、その目的に即して必要な検査項目を設定し、その検査項目の

実施に当たっては、定期的に行う衛生検査に準じて行うこと。 

 

第６ 雑則 

１ 本基準に基づく記録は、１年間保存すること。 
２ クックチル方式により学校給食を提供する場合には、教育委員会等の責任において、ク

ックチル専用の施設設備の整備、二次汚染防止のための措置、学校給食従事者の研修の実

施、衛生管理体制の整備等衛生管理のための必要な措置を講じたうえで実施すること。 
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学校給食調理員の標準研修プログラム 

 

 

学校給食調理員として、食中毒防止のための基礎的知識と日常業務に直結した衛生管理

の実際を研修する。 
 

区分 内容 ねらい 

 

１ 

開
講
に
あ
た
っ
て 

・学校給食の意義と学校給食調理員の役割 

・学校教育における学校給食の位置付け 

・学校給食法 

・学校給食調理員の果たす役割 

学校教育の一環として実施する給

食の意義と学校給食調理員の職務と

責任について理解する。 

学校給食の法的根拠である学校給

食法について理解する。 

 

２ 

食
中
毒
の
基
礎
知
識 

主な食中毒 

①食中毒菌の種類と特徴 

②食中毒を起こす感染症の種類と特徴 

③食中毒の発生状況 

④学校給食における食中毒発生事例 

⑤学校給食衛生管理基準 

⑥食品衛生法 

主な食中毒と感染症の特徴、学校

給食における食中毒の発生状況、衛

生管理の徹底を図るための学校給

食、学校給食衛生管理基準及び食品

衛生法の規定について理解する。 

 

（指導者例） 

都道府県衛生部局担当者 

都道府県教育委員会学校給食担当者 

 

３ 

学
校
給
食
調
理
員
及
び 

 
 
 
 

施
設
設
備
の
衛
生
管
理 

①学校給食調理員の衛生管理 

・健康状態の把握 

・検便 

・服装 

・手洗いの重要性 

②施設・設備の衛生管理 

・ドライ及びドライ運用 

・機械器具の衛生的取扱い方法 

・機械器具点検保守の方法 

・専用容器の使い分け 

・洗浄・消毒の方法 

学校給食調理員の健康管理、手洗

いの方法、その他調理員の衛生管理

の基本的事項について理解する。 

 

 

施設・設備の衛生管理（洗浄・消

毒、保管）について、基本的事項を

理解する。 

 

（指導者例） 

学校薬剤師、栄養教諭等 

 

４  

作
業
工
程
上
の
衛
生
管
理
と 

衛
生
検
査 

①作業工程と作業動線 

・汚染作業区域・非汚染作業区域の区分け 

・二次感染を防ぐ作業動線 

・下処理の方法 

・加熱調理の方法 

・使い捨て手袋の取扱い方法 

②調理室における自主衛生検査 

・水質検査の方法 

・簡易検査キット等により簡易検査法 

・食器類の防錆残留物・でんぷん性残留

物の検査方法 

二次汚染防止のために必要な知識

及び作業工程表や作業動線の作成方

法を理解する。 

 

 

 

 

水質検査・残留でんぷんと残留検

査、簡易検査キットによる簡易検査

など各種の検査方法を実習し、日常

業務における異性検査の高揚、衛生

管理の徹底に役立てる。 

 

（指導者例） 

学校薬剤師、栄養教諭等 
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区分 内容 ねらい 

 

５ 

衛
生
管
理
体
制 

学校給食の衛生管理体制 学校における衛生管理体制や養護

教諭等他の教職員と連携を理解し、

学校給食調理員の役割と職務の重要

性を認識する。併せて、栄養教諭等

の職務を理解する。 

調理室（場）における衛生管理体

制の中における学校給食調理員の役

割を理解する。 

 

（指導者例） 

都道府県教育委員会学校給食担当者

及び校長・保健主事等 

 

①学校保健委員会等の役割 

②栄養教諭等の職務 

③学校給食調理員の職務 

④給食主任、保健主事、養護教諭等他の

教職員との連携 

⑤調理室（場）における衛生管理体制 

 

 

 

６ 

学
校
給
食
衛
生
管
理
基
準
と
日
常
点
検
・
定
期
点
検 

学校給食衛生管理基準 学校給食衛生管理基準を理解し、

基準に沿って日常業務の中で果たす

調理員の役割を理解する。 

 

（指導者例） 

学校薬剤師、栄養教諭等 

①日常点検票 

・日常点検票の記入方法 

②食品の衛生 

・検収表（簿）の記入方法 

・食品の保存方法  

・冷蔵庫・冷凍庫における食品の保管

方法 

 

 

・冷凍食品の解凍方法と取扱い  

・中心温度計の使い方  

・配食の方法と留意点  

・調理済食品の保管と配送  

③保存食と検食  

・保存食の取り方  

・保存食の保管方法  

・検食の実施方法  

７ 

食
中
毒
防
止
の
実
際 

食中毒の防止の実践事例紹介 先進的に行われている調理施設に

おける食中毒防止のための工夫改善

等具体的事例を紹介する。 

 

（指導者例） 

校長、場長、栄養教諭等、学校給食 

調理員等 

 

（引用：学校給食調理従事者研修マニュアル 文部科学省） 
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定期及び日常の衛生検査の点検票（文部科学省） 

様式ＰＤＦダウンロードＵＲＬ 
 

https://www.mext.go.jp/b_menu/hakusho/nc/__icsFiles/afieldfile/2009/09/10/1283821_3.pdf 

 

 
 

https://www.mext.go.jp/b_menu/hakusho/nc/__icsFiles/afieldfile/2009/09/10/1283821_3.pdf
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〇学校給食事業における労働災害の防止について 

 

基発第257号 

平成６年４月21日 

 

標記については、昭和48年３月６日付け基発第107号「学校給食事業における労働災害の

防止について」に示す「学校給食事業における安全衛生管理要綱」により、その推進を図

ってきたところであるが、労働安全衛生関係法令の改正、学校給食共同調理場の普及、大

型調理機器の導入に伴う作業方法の変化等にかんがみ、同要綱を見直し、今般、別添１の

とおり「学校給食事業における安全衛生管理要綱」を定めたので、地方公共団体の教育委員会、

共同調理場等の関係事業者に対する周知徹底を図り、学校給食事業における安全衛生対策

の一層の推進に努められたい。 

なお、昭和48年３月６日付け基発第107号は廃止する。 

おって、この件に関しては、文部省及び自治省に対して、別添２のとおり、それぞれ要

請したので申し添える。 

 

別添１ 

学校給食事業における安全衛生管理要綱 

第１ 目的等 

１ 目的 

本要綱は、労働安全衛生関係法令と相まって、安全衛生管理体制の整備、安全衛生関

係施設の整備、作業環境管理、作業管理及び健康管理の推進、安全衛生教育の徹底等

により学校給食事業における労働者の安全と健康を確保することを目的とする。 

２ 事業者の責務 

事業者は、単にこの要綱に定める基準を守るだけでなく、快適な職場環境の形成に努

めるものとする。 

 

第２ 安全衛生管理体制の整備 

１ 総括安全衛生管理者の選任等 

常時使用する労働者が300人以上の事業場（公立学校の学校給食事業の事業場の単位

は、一の教育委員会の管轄下の学校給食調理場を一括して一の事業場とする。ただし、

労務管理が一体として行われている共同調理場については、これを一の事業場とする。

以下同じ。）にあっては、総括安全衛生管理者を選任し、その者に安全管理者及び衛

生管理者を指揮させるとともに、次の業務を統括管理させること（労働安全衛生法

（以下「安衛法」という。）第10条第１項）。 

［1] 労働者の危険又は健康障害を防止するための措置に関すること。 

[2] 労働者の安全又は衛生のための教育の実施に関すること。 

[3] 健康診断の実施その他健康の保持増進のための措置に関すること。 

[4] 労働災害の原因の調査及び再発防止対策に関すること。 

[5] その他労働災害を防止するために必要な措置に関すること。 

なお、常時使用する労働者が300人未満の事業場にあっても、これに準ずる管理者

を選任することが望ましいものであること。 

２ 安全管理者及び衛生管理者の選任等 

常時使用する労働者が50人以上の事業場にあっては、法定の資格を有する者のうちか

ら安全管理者及び衛生管理者を選任し、１の[1]から[5]までに掲げる業務のうち、安

全管理者については安全に係る技術的事項を、衛生管理者については衛生に係る技術

的事項を管理させるとともに次の事項を行わせること（安衛法第11条第１項及び第12

条第１項）。 

（1）安全管理者は、調理場を巡視し、設備、作業方法等に危険のおそれのあるときは、 

直ちに、その危険を防止するために必要な措置を講ずること。 

（2）衛生管理者は、少なくとも毎週１回調理場を巡視し、設備、作業方法又は衛生状態
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に有害のおそれのあるときは、直ちに、健康障害を防止するために必要な措置を

講ずること。 

３ 安全衛生推進者の選任等 

常時使用する労働者が 10 人以上 50 人未満の事業場においては、安全衛生推進者を

選任し、次に掲げる職務を担当させること（安衛法第 12 条の２）。 

[1] 施設、設備等（安全装置、労働衛生関係設備、保護具等を含む。）の点検及び使

用状況の確認並びにこれらの結果に基づく必要な措置に関すること。 

[2] 作業環境の点検（作業環境測定を含む。）及び作業方法の点検並びにこれらの結

果に基づく必要な措置に関すること。 

[3] 健康診断及び健康の保持増進のための措置に関すること。 

[4] 安全衛生教育に関すること。 

[5] 異常な事態における応急措置に関すること。 

[6] 労働災害の原因の調査及び再発防止対策に関すること。 

[7] 安全衛生情報の収集及び労働災害、疾病・休業等の統計の作成に関すること。 

[8] 関係行政機関に対する安全衛生に係る各種報告、届出等に関すること。  

４ 産業医の選任等 

常時使用する労働者が50人以上の事業場にあっては、産業医を選任し、次の事項で医

学に関する専門的知識を必要とする職務を行わせること（安衛法第13条）。 

[1] 健康診断の実施及びその結果に基づく労働者の健康を保持するための措置に関す

ること。 

[2] 作業環境の維持管理に関すること。 

[3] 作業の管理に関すること。 

[4] [1]から[3]に掲げるもののほか、労働者の健康管理に関すること。 

[5] 健康教育、健康相談その他労働者の健康の保持増進を図るための措置に関すること。 

[6] 衛生教育に関すること。 

[7] 労働者の健康障害の原因の調査及び再発防止のための措置に関すること。 

[8] 少なくとも毎月１回調理場を巡視し、作業方法又は衛生状態に有害のおそれのあ

るときは、直ちに、健康障害を防止するため必要な措置を講ずること。 

５ 安全衛生担当者の指名等 

調理場ごとに安全衛生担当者を指名し、安全管理者、衛生管理者等から連絡のあった

事項の関係者への連絡等の職務を行わせること。 

６ 作業主任者の選任等 

（1）作業主任者の選任 

次の作業を行う場合には、法定の資格を有する者のうちから作業主任者を選任し、

その者に当該作業に従事する労働者の指揮その他の所定の事項を行わせること（安

衛法第14条）。 

[1] 労働安全衛生法施行令（以下「安衛令」という。）第６条第４号の作業 

（ボイラー（小型ボイラーを除く。）の取扱いの作業） 

[2] 安衛令第６条第８号の作業（乾燥設備による物の加熱乾燥の作業） 

[3] 安衛令第６条第12号の作業（高さが２メートル以上のはいのはい付け又はは

いくずしの作業） 

[4] 安衛令第６条第17号の作業（第１種圧力容器の取扱いの作業） 

[5] 安衛令第６条第21号の作業（汚水槽の内部等の酸素欠乏危険場所における作

業） 

（2）就業制限 

ボイラー（小型ボイラーを除く。）の取扱いの作業については、法定の資格を有

する者以外の者を従事させないこと（安衛法第61条第１項）。 
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７ 安全衛生委員会の設置等 

（1）安全委員会の設置等 

常時使用する労働者が100人以上の事業場にあっては、安全委員会を設置し、次 

の事項を調査審議させるとともに、その活動の促進を図ること（安衛法第17条第 

１項）。 

[1] 労働者の危険を防止するための基本となるべき対策に関すること。 

[2] 労働災害の原因及び再発防止対策で、安全に係るものに関すること。   

[3] その他労働安全衛生規則（以下「安衛則」という。）第21条各号に掲げる事      

  項 

（2）衛生委員会の設置等 

常時使用する労働者が50人以上の事業場にあっては、衛生委員会を設置し、次の事

項を調査審議させるとともに、その活動の促進を図ること（安衛法第18条第１項）。 

[1] 労働者の健康障害を防止するための基本となるべき対策に関すること。 

[2] 労働者の健康の保持増進を図るための基本となるべき対策に関すること。 

[3] 労働災害の原因及び再発防止対策で、衛生に係るものに関すること。 

[4] その他安衛則第22条各号に掲げる事項 

（3）安全衛生委員会の設置等 

常時使用する労働者が100人以上の事業場にあっては、安全委員会及び衛生委員会

の設置に代えて安全衛生委員会を設置することができる（安衛法第19条第１項）。 

（4）その他の委員会の設置等 

安全委員会又は衛生委員会の設置を要しない事業場にあっても、委員会の設置

等安全又は衛生に関する事項について関係労働者の意見を聴くための機会を設

けることにより、労働災害防止上有効な措置を講ずること。 

 

第３ 安全衛生関係施設の整備、健康管理等 

１ 安全衛生関係施設の整備等 

（1）機械設備等に関する措置 

イ フードカッター、フードスライサー、さいの目切り機等労働者が刃部に接触

することによって危険を生ずるおそれのある機械器具については、安全装置の

設置等適切な防護措置を講ずること。 

ロ  食品の脱水等に使用する遠心機械等については、ふたの付いたものを使用する

こと。 

ハ コンベヤーについては、非常停止装置を備えたものを使用すること。 

ニ 簡易リフト等については、ドアスイッチ等の安全装置が有効に作動するように

しておくこと。 

ホ 冷凍室等については、内部から開けられる構造等とするとともに、関係者以外

の立入りを禁止し、見やすい箇所にその旨を表示すること。 

ヘ 調理室内において使用する移動電線、接続器具等については、安衛則に定め

る安全基準に適合したものとすること。また、電気機械器具については、感電

防止用漏電しゃ断装置を接続し、接地して使用する等漏電による感電の危険を

防止するための措置を講ずること。 

(2) 機械設備の維持管理 

次の機械設備等については、当該機械設備等を点検する者を定め、定期に検

査を行わせ、その結果を記録させるとともに、作業開始前にも必ず点検を行い、

異常を認めたときは直ちに補修等の措置を講ずること。 

[1] かくはん機 

[2] 野菜等裁断機・球根皮むき機 

[3] 炊飯器・回転釜・平釜 

[4] 揚物機・焼物機 

[5] 洗浄機 

[6] 煮沸消毒機・熱風消毒保管庫 
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[7] 遠心機械 

[8] ボイラー・瞬間湯沸器 

[9] 簡易リフト等 

[10] コンベヤー 

[11] 照明器具・換気装置等 

[12] 冷凍室等 

（3）調理室の整備等 

イ 調理室における機械、設備等の選定や配置については、労働災害を防止する

ため、設計の段階から、物資搬入経路、作業動線、作業のしやすさなどに留意

し、これを適切なものとするとともに、既設のものについても改善に努めるこ

と。 

ロ 適切な全体換気装置を設けること。なお、水蒸気、熱気、ばい煙、臭気等の発

生源の近くには、用途に応じた局所排気装置を設置すること。 

ハ 調理室はできるだけ南向きに設置し、採光のために十分な広さの窓を設け、

採光が十分でない場合及び夜間に作業を行う場合には、照明設備を設置するこ

と。 

ニ 照明は、作業内容に応じ適切な照度であって、明暗の対照が著しくなく、かつ、ま

ぶしさを生じさせないものであること。 

ホ 床面は耐水性、耐摩耗性で亀裂を生じにくく、滑りにくい材料で造り、平坦で

清掃が容易に行える構造とすること。 

特に、水を使用する部分にあっては、不浸透性の材料で造り、かつ、適当な

勾配、排水溝を設ける等排水が容易に行える構造とすること。 

ヘ 身長等に応じた適切な作業姿勢を保つための足台等を必要に応じて使えるよう

にしておくこと。 

ト  汚水槽等の酸素欠乏危険場所等については、当該場所で作業を行う者以外の者

が立ち入らないよう見やすい箇所に表示をすること。 

チ 調理作業員専用の休憩室、便所、洗面所、作業衣の洗濯設備、被服を乾かす設

備、洗身設備等を設けること。また、必要に応じ、手指等の加温のための設備等

を設けること。 

リ 救急用具を常に使える状態で備え付けておくこと。 

ヌ 温度、湿度、騒音、照度等の測定は、定期に、又は必要に応じ行い、その結果

に基づき必要な措置を講ずること。 

（4）保護具等の整備 

イ 洗剤等による皮膚障害を防止するため、保護手袋、保護衣等適切な保護具を備

え付け、使用させること。 

ロ 火傷を生ずるおそれのある作業、寒冷な場所における作業等に従事させる場合

には、保護衣、保護手袋、長靴等適切な保護具を備え付けること。 

ハ 包丁、カッター等を使用する作業に従事させる場合には、必要に応じ保護手袋

等を備え付けること。 

ニ 騒音レベルの高い場所における作業に従事させる場合には、耳栓その他の保護

具等を備え付けること。 

（5）重量物取扱い作業等に関する措置 

イ 食器、食品等を運搬する作業については、腰痛等を防止するため、適切な自動

運搬装置の導入、レイアウトの改善、食品材料等の小分け等により、できる限り作

業の軽減化等に努めること。なお、重量物を取り扱う作業については、作業密

度等を考慮してその重量を定めること。 

ロ 中腰や腕・肩の挙上姿勢が継続しないように、機器や設備の配置に工夫す

ること。 

ハ 食器かご、なべ、バット等を持ち運ぶ作業については、これらの取っ手の形

状等を工夫して作業者の手指や上肢の負担を軽減させるようにすること。 
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ニ 包丁を使用する作業、しゃもじによるかくはん作業等の反復作業を継続して

行わせる場合には、長時間にわたり、手指、上肢、腰部等に継続した負担がか

からないようにするため、他の作業を組み込むこと。他の作業とのローテーシ

ョンを実施すること等に努めること。 

ホ 作業を連続して行わせる場合には、作業時間内に、適宜、小休止を設けること。 

２ 健康管理 

（1）健康診断の実施 

給食の業務に従事する労働者に対する健康診断については、安衛則に定める健康

診断項目に加え、その者の従事する業務の内容に応じ、次の検査を行うこと。 

イ 洗剤等の使用による皮膚炎等の皮膚所見の有無の検査 

ロ 重量物の取扱い、運搬に伴う腰痛症に関する姿勢異常、圧痛点の有無、運動機

能の検査 

ハ 手指、上肢の機能障害に関する手指、上肢の機能の検査 

（2）健康診断の事後措置等 

イ 健康診断の結果に基づく事後措置の徹底を図るとともに、健康管理に関する書

類を整備する等継続した健康管理が図れるよう努めること。 

ロ  労働者が気軽に健康について相談し、適切なアドバイスを受けられるように、 

健康相談の機会を設けるよう努めること。 

３ 安全衛生教育の実施 

（1）雇入時及び作業内容変更時の安全衛生教育 

労働者を雇い入れた時又はその作業内容を変更するときは、次の事項について

安全衛生教育を行うこと。なお、定期的な再教育の実施にも配慮すること。 

[1] 機械等、原材料等の危険性又は有害性及びこれらの取扱い方法に関すること。 

[2] 安全装置、局所排気装置、保護具の性能及びこれらの取扱い方法に関すること。 

[3] 作業手順に関すること。 

[4] 作業開始時の点検に関すること。 

[5] 当該業務に関して発生するおそれのある疾病の原因及び予防に関すること。 

[6] 整理、整頓及び清潔の保持に関すること。 

[7] 事故時等における応急措置及び退避に関すること。 

[8] その他当該業務に関する安全又は衛生のために必要な事項 

（2）その他特別教育等の実施 

イ 危険又は有害な業務（小型ボイラーの取扱いの業務、汚水槽の内部等の酸素欠

乏危険場所における作業に係る業務等）に従事する者については、所定の科目及

び時間数の特別教育を実施すること。 

ロ 安全管理者、衛生管理者、安全衛生推進者、作業主任者及び安全衛生担当者には

必要に応じて能力向上教育等を行うこと。 

ハ 新たに機器を導入し、又は作業方法を改善したときには、当該機器の構造、安

全な使用方法、取扱物質の有害性等について安全衛生教育を行うこと。 

４ 作業標準の作成 

労働者の作業行動による労働災害を防止するため、次の事項に留意して、各種作業の実

態に応じた作業標準を作成すること。また、作業標準の作成については、安全衛生委員会

等に付議すること。 

（1）燃焼装置の取扱いの作業 

燃焼装置を取り扱う作業を行うときは、次の事項を守ること。 

[1] 点火に先立って、燃焼室内を点検し、燃料ガス等の流出を認めたときは、換気する

こと。 

[2] 点火の際は、あらかじめ、燃焼室内の換気を十分に行うこと。 

[3] 点火の際は、逆火に備える体勢をとり、かつ、服装を整えること。 

[4] １回で着火しないときは、ガス弁又は油弁を閉じ、いったん点火を止めて、炉内

の換気を十分に行った後に点火すること。 
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[5] 突然火が消えたときは、直ちに燃料ガス等の供給を止めて、その原因を調べ、そ

の原因を取り除いた後でなければ再点火しないこと。 

（2）重量物の取扱いの作業 

重量物の取扱い及び運搬の作業については、作業ごとに取り扱う重量の上限、作業

姿勢、複数人で取り扱う物品、主な物品の重量の目安等を決め、作業者に過度の負担

がかからないようにすること。 

（3）ワゴン等の運転の作業 

ワゴン等によって荷を運搬するときは、ワゴン等の転倒、衝突、荷崩れ等を防止す

る措置を講ずること。 

（4）裁断の作業 

裁断の作業を行うときは、手指の切創を防止するための措置を講ずること。 

（5）かくはん等の作業 

かくはん等の作業を行うときは、手指、上肢等に過大な負担がかからないような措

置を講ずること。 

（6）冷凍室等における作業 

冷凍室等において作業を行うときは、必要に応じ防寒具を着用して作業を行うこと。

また、冷凍室等における作業が終了したときは、全員が外に出たことを確認した後に

ドアを閉めること。 

（7）高温物の取扱いの作業 

高温の物を取り扱い、又は運搬するときは、火傷を防止するための措置を講ずるこ

と。 

（8）コンベヤーを使用する作業 

コンベヤーを使用する作業を行うときは、適切な作業速度等で行うこと。 

（9）簡易リフト等を使用する作業 

簡易リフト等を使用するときは、積載荷重を超える荷を積まないこと。また、完全

に停止してから荷の出し入れを行うこと。さらに、人の搭乗の禁止の徹底を図ること。 

(10)機器・食器等の洗浄作業 

機器・食器等の洗浄作業を行う場合には、流れ作業による洗浄作業において、その

速度が著しく速くならないようにし、また、無理な姿勢を伴うものについては踏み台

等の用具の使用等を図ること。 

(11)遠心機械等の取扱いの作業 

遠心機械等を用いて食品の脱水等を行う場合には、機械が確実に停止したことを確

認した後に食品を取り出すこと。 

(12)保管収納作業 

食品、食缶等の保管、収納の作業を行う場合には、荷の崩壊等が起こらないような

措置並びに肩、腕及び手指に過大な負担がかからないような措置を講ずること。 

(13)清掃作業 

清掃作業を行う場合には、不自然な姿勢を避けるため、用具等を使用すること。 

第４ 快適な職場環境の形成等 

快適な職場環境を形成するため、ドライ方式（調理室床面に水をまかないで済むよう

に工夫された方式）の導入の検討、冷暖房設備の導入等による温熱環境の改善、防音措

置の施されている機器の導入、身体に過度の負担のかからない作業方法への転換、疲

労回復のための適切な施設の整備等に努めること。 

また、労働者の健康保持増進を図るため必要な措置を講ずるよう努めること。 
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別添２ 

○学校給食事業における労働災害の防止について 

基発第257号の２ 

平成６年４月21日 

 

文部省体育局長 殿 

自治省行政局長  殿 

労働省労働基準局長 

 

学校給食事業における労働災害の防止については、昭和48年３月６日付け基発第107号

「学校給食事業における労働災害の防止について」に示す「学校給食事業における安全衛生

管理要綱」により、その推進を図ってきたところでありますが、その後の労働安全衛生関

係法令の改正、学校給食共同調理場の普及、大型調理機器の導入に伴う作業方法の変化等

にかんがみ、同要綱を見直し、今般、別添のとおり「学校給食事業における安全衛生管理

要綱」を定めたところであります。 

つきましては、貴職におかれましても地方公共団体の教育委員会の関係者に対して、同要

綱の周知徹底を図られますようお願いいたします。 
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昭和21 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

昭和22 

 

 

 

 

 

 

昭和23 

 

 

 

 

 

昭和24 

 

 

 

 

昭和25 

 

 

 

 

 

 

昭和26 

・１月30日 文部省体育局長通達 

 「学校衛生刷新に関する件」で学校農園等に

よる給食施設の普及を奨励 

・12月11日 文部、厚生、農林、三省次官通達

「学校給食の普及奨励について」が発せら

れ、戦後の新しい学校給食開始の方針が定め

られる。 

・12月24日 東京、神奈川、千葉、三都県で試

験給食を開始。以来この日を「学校給食記念

の日」と定める。27年は１月24日をはじめと

する１週間が「学校給食週間」と定められる。 

 

・１月 全国都市の児童約300万人に対し学校

給食を開始 

・４月 財団法人日本学校衛生会学校給食事

業部発足、学校給食用物資を文部省に代わり

取り扱う。 

・六・三制新学制発足 

 

・12月 文部省体育局長通達「学校給食物資の

取扱いについて」により各都道府県教育委員

会における物資受入体制を指示。これが現在

の都道府県学校給食会の起源につながる。 

・教育委員会法制定 

 

・７月 保健体育審議会令制定、学校給食文化

審議会設置 

・10月 ユニセフからミルクの寄贈を受けて

ユニセフ給食開始 

 

・５月 文部科学省の組織令が改正され、新た

に学校給食課が設けられる。 

・８大都市の小学校児童に対し、米国寄贈の小

麦粉により初めて完全給食を開始。 

・第一回全国学校給食研究協議大会が東京都

において開催 

 

・２月から完全給食が全国市制地にも拡大実

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・10月 京都府教育委員会の指導斡旋により、京

都府学校給食会の前身と見るべき「京都府学校

給食資材配合組合」を設立する。（住所、下京区

東九条山王町90番地） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・７月22日 京都府学校給食会を設立する。（事務

局、下京区東九条山王町90番地） 
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昭和27 

 

昭和28 

 

 

昭和29 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

昭和30 

 

 

 

 

 

昭和31 

 

 

 

施され、27年４月に至り全国すべての小学校

を対象に実施 

・学校給食物資の財源であったガリオア資金

が打切られ、国庫補助による学校給食の継続

を要望する運動が全国的に展開 

・12月６日 法律第301号公布され学校給食は

昭和26年度末まで継続が決定 

・１月に開催された全国学校給食主管課長会

議で財団法人日本学校給食会の設立が決定

され、４月から本学校衛生会学校給食事業部

の業務がすべて移管。８月に財団法人の認可

を受ける。 

 

・小麦粉に対する半額国庫補助が行われる。 

 

・６月１日から学校給食用小麦粉に対してビ

タミンB1、B2の強化を実施 

 

・６月３日 第19回国会において「学校給食

法」が成立公布 

・７月３日 政令第217号をもって「学校給食

法施行令」が施行 

・９月28日 省令第24号をもって「学校給食法

施行規則」が制定され同日付文部省告示第

90号をもって「学校給食実施基準」が定めら

れ、学校給食の実施体制が法的に整い、学校

給食は恒久性と安定性が得られる。 

 

・８月８日 法律第148号をもって「日本学校

給食会法」が成立し10月１日より同会発足 

・３月30日 「学校給食法」一部改正同法が中

学校にも適用され、準要保護児童に対する給

食費補助について規定 

 

・６月20日 夜間課程を置く高等学校におけ

る学校給食に関する法律」が公布施行 

・学校給食用小麦粉取扱実施要領を制定 

・学校給食用小麦粉およびパンの品質調査要

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・５月 京都府学校給食会を財団法人京都府学校

給食会と改組する。 

 

 

 

 

・３月 日本学校給食会法第19条により、京都府

学校給食会が給食用物資の京都府内における、

供給の相手方として、文部大臣より指定される。 
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昭和32 

 

 

 

 

 

 

 

 

昭和33 

 

 

 

 

 

 

 

昭和34 

 

 

 

 

昭和35 

 

 

 

昭和36 

 

 

 

 

 

 

綱が示され小麦粉、パンの品質審査はこの要

綱により実施 

・小麦粉に対する半額国庫補助が100g当り１

円補助 

 

・５月20日 「盲学校、聾学校及び養護学校の

幼稚部及び高等部における学校給食に関す

る法律」が公布施行 

・学校給食用牛乳供給事業実施要綱が定めら

れ学校給食用牛乳取扱要領により学校に牛

乳が供給 

・学校給食に従事する職員の身分について自

治庁次長から通知 

 

・５月 「学校給食施設及び設備費国庫補助金

の取扱について」が定められ、33年以降の補

助金の取扱について定められる。（41年度全

部改正） 

・10月１日 文部省告示をもって新学習指導

要領が定められ、学校給食ははじめて学校行

事等の領域に位置づけられる。 

 

・11月 山形県鶴岡市で学校給食70周年記念

行事が行われる。 

・計量法改正（尺貫法がメートル法となる）に

ともない学校給食実施基準を一部改正 

 

 

 

 

 

・へき地学校におけるミルク給食施設設備費

及び夜間定時制高等学校夜食費に対する補

助制度を制定 

・８月31日 学校給食制度調査会が「学校給食

制度の改善について」文部大臣に答申 

・12月 学校給食15周年記念式典大会が開催 

・学校給食に従事する職員の定数確保及び身

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・１月 京都府内の小・中学校、高校定時制及び

障害児学校の児童生徒に牛乳供給を開始 

・９月 山城高校定時制で完全給食開始 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・４月 （財）京都府学校給食会の共同購入部が

独立し、京都市の副食物資を取扱う（財）京都

市学校給食協会が設立される。 
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昭和37 

 

 

 

 

 

 

昭和38 

 

 

 

 

昭和39 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

昭和40 

 

 

 

 

 

 

昭和41 

 

分の安定について、文部省体育局長通知が出

され公費負担による調理従事員の確保につ

いて指導がさまた、学校給食調理従事員の基

準が示される。 

・学校給食用牛乳に補助金が公布（３円70銭） 

 

・４月１日 校給食所要栄養量の基準が改訂。 

・４月 夜間定時制高等学校夜食費補助金交

付要綱を制定 

・学校給食用パンに脱脂粉乳の混入使用を認

める。 

・給食用小麦粉にビタミンAの強化 

 

・脱脂粉乳に対する国庫補助が実現し、ミルク

給食の全面実施が推進される 

・校給食用小麦粉の取扱い改正により38年以

降は学校給食用小麦粉取扱要領により実施 

 

・国庫補助によって共同調理場が各地に設立

され、また学校栄養職員設置費に対する補助

制度を制定 

・学校給食法施行規則の一部改正により学校

給食法上の学校給食は、完全給食・補食給食・

ミルク給食の三つに区分されること及びそ

の定義を明示 

・８月 「学校給食用牛乳供給事業の実施につ

いて」文部、農林両次官から通達 

・学校給食用牛乳補助金４円50銭に増額 

 

・特別措置によってへき地学校給食の推進が

図られる。 

・学校給食用小麦粉の標準成分表改訂（栄養価

の計算、小麦粉検収規格、小麦粉強化実施等） 

・生乳殺菌設備補助金交付要綱を制定 

・学校給食用牛乳補助金５円に増額 

 

・学校給食の食事内容の一部改正により新た

にスパゲッティ、乾パン、めん類が加えられ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・９月 （財）京都府学校給食会は郡部の給食実

施校対象に、副食物資の共同購入を開始する。 

 

 

 

 

 

 

 



学校給食の年表 

233 

 

年 国の事項 府内の事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

昭和42 

 

 

 

 

 

昭和43 

 

 

 

 

 

昭和44 

 

 

 

 

 

 

昭和45 

 

 

 

 

 

る。 

・学校栄養職員設置費補助金交付要綱が改定

され小・中学校栄養職員も補助対象となる。 

・学校給食施設整備費補助金及び学校給食設

備整備費補助金交付要綱が定められ従前の

関係要綱はすべて廃止 

・高度へき地学校児童生徒パン・ミルク給食費

補助金交付要綱を定め３級、４級、５級のへ

き地校に対し全額国庫補助を実施 

・要保護及準要保護児童生徒援助費補助金（学

校給食費）交付要綱が定められ従前の取扱通

知はすべて廃止 

 

・学校給食用物資の低温流通化促進費補助が

はじめて計上され、栃木県で43年からコール

ドチェーンによる物資が供給 

 

 

 

・４月から学校給食用小麦粉の漂白廃止 

・７月11日 「小学校学習指導要領」の改正に

ついて告示。学校給食は「特別活動」の中の

「学級指導」においてとりあげられることに

なる 

 

・４月14日 「中学校学習指導要領」の改正に

ついて告示。学校給食は「特別活動」の中の

「学級指導」においてとりあげられることに

なる。 

・学校給食共同調理場に栄養指導センター併

設のため補助金が計上 

 

・２月28日 保健体育審議会から学校給食の

改善充実方策について文部大臣に答申 

・米利用実験指定校、米粉混入パン実験実施

校、米加工利用校により学校給食による米飯

給食の実験を開始 

・学校給食指導の手引き（小学校編）を発行 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・４月 井手町、山城町で共同調理場が設置され

る。 

・５月 京都府学校給食研究会発足 

・６月 京都府高等学校定時制学校給食研究協議

会発足 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・１月 第１回京都府学校給食研究協議大会が開

かれる 

・９月 洛北高校夜間定時制で完全給食開始 
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昭和46 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

昭和47 

 

 

 

昭和48 

 

 

 

 

 

 

昭和49 

 

 

 

・学校給食用牛乳補助金が供給単位量200cc 

の切替に伴ない補助金が５円80銭に引き上

げ。 

 

 

・従来食糧管理特別会計へ繰入れとして予算

計上されていた小麦粉購入費補助金が文部

省の一般会計に移管され学校給食用小麦粉

の取り扱いを日本学校給食会が行うことに

なる。 

・小麦粉補助金l00g当り80銭 

・学校給食実施基準、夜間高校給食実施基準が

一部改正され所要栄養量の基準改訂。これに

伴い「学校給食の食事内容について」の体育

局長通知により標準食品構成表が示された。 

・学校給食指導の手引（中学校編）が発行 

・学校給食用物資の需給体制、品質管理体制等

の改善強化を図るため学校給食総合センタ

ー設備費を含む学校給食用物資の流通合理

化に必要な経費が予算計上 

・２月 学校給食の運営に関する行政監察結

果に基づく勧告がなされる。（行政管理庁） 

 

・沖縄本土復帰に伴い学校給食関係予算に沖

縄県分が計上 

・学校給食用小麦粉補助金l00gに対し60銭 

 

・学校給食用小麦粉に対する補助制度を廃止

し新たに学校給食用小麦粉供給事業費補助

となる。（１袋当たり流通経費l25円）2l,500

ｔ860万袋 

・学校給食の改善充実のための研究指定校が

指定 

 

・第72通常国会において学校栄養職員の適正

配置の確保を図るための関係法律の改正 

（学校栄養職員が県費負担教職員制度に位置

づけられる。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・４月 鴨沂高校夜間定時制で完全給食開始 

・10月 京都府学校給食会だより創刊号発行（京

都府学校給食会） 

 

 

 

 

・府立朱雀高校、西舞鶴高校通信制過程でもパン、

ミルク給食開始 

・府内栄養士３人が府費負担にかわる 
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昭和50 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

昭和51 

 

 

 

 

 

 

 

 

昭和52 

 

 

 

昭和53 

 

 

 

 

 

・２月 保健体育審議会学校給食分科会にお

いて学校給食用小麦粉にL－リジンを強化す

ることを内容とする「学校給食用小麦粉品質

規格規程」改正についての検討を行いこれを

了承 

・４月18日 文部省は日本学校給食会の申請

に基づき「学校給食用小麦粉品質規格規程」

の一郎改正を承認、東京都を除く全道府県に

L－リジンを強化した小麦粉の供給を開始 

・９月11日 学校給食用小麦粉品質規格規程

の一部改正を承認、当分の間 L－リジン強化

の小麦粉を使用することが困難である旨申

し出があった都道府県給食会への供給する

小麦粉については強化Ｌ－リジンを規格か

ら除くこととされる。 

・12月 学校給食分科審議会は、米飯の導入に

ついて教育上有意義であるとの結論をまと

める。 

 

・２月10日 文部省令第５号をもって「学校給

食法施行規則等の一部を改正する省令」が公

布され米飯が学校給食制度上に明確に位置

づけられる。 

・12月７日 学校給食30周年記念行事が東京

都国立教育会館で開催 

 

 

 

・７月23日 「小学校学習指導要領」並びに「中

学校学習指導要領」の全部改正について告示 

 

・６月 「女子教育職員の出産に際しての補助

教育職員の確保に関する法律」の一部が改正

され、学校栄養職員が適用対象に含まれる。 

・８月 高等学校学習指導要領の改正 

 

 

 

・７月 京都府で初めて特別加工パンが実施され

る。 

・９月 宮津高校定時制で完全給食開始 

・11月 宇治市学校給食会設置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・府学校給食会で輸入牛肉のあっせんが特別の輸

入枠の割当てにより供給（スライス、ミンチ肉

１キロ870円） 

・５月 給食実施状況の概要（京都府） 

    ・給食実施率小学校 99.5%、中学校 32.4% 

    ・給食費（平均月額） 

     小学校（低） 2,116円 

     小学校（高） 2,124円 

     中学校    2,309円 

・３月 舞鶴市宇喜多に（財）京都府学校給食会

北部支所を設置する（対象校185校、約42000名） 

・９月 桃山高校定時制で完全給食開始 

 

・４月 京都市で米飯給食始まる（13万人の全児

童を対象） 

・４月17日付、３教学第189号府教育長通知「学校

における毒物、劇物等の適正な管理取扱いにつ

いて」 
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昭和54 

 

 

 

 

 

昭和55 

 

 

 

 

昭和56 

 

 

 

昭和57 

 

 

 

 

 

 

 

 

昭和58 

 

 

 

昭和59 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・昭和53年度まで35％であった学校給食用米

穀の値引き率を60％とし、特に新たに週１回

以上の米飯給食を実施する学校に対しては

70％とされる。 

・12月 日本学校給食会と日本学校安全会の

統合が閣議決定 

・５月 学校栄養職員の定数改善に関する12

年計画開始 

 

 

 

・日本学校健康会法案は５月13日衆議院文教

委員会、15日、本会議において可決され、参

議院においては継続審議 

 

・１月 学校給食に全国統一献立「カレーライ

スの日」が実施 

・２月 学校給食用牛乳供給事業実施要綱が

改正され、57年度から競争原理が導入 

・７月 日本学校健康会法が施行され日本学

校安全会と日本学校給食会が統合し、日本学

校健康会となる。 

・10月 「四訂日本食品標準成分表」を公表 

 

・３月 臨時行政調査会が行政改革に関する

最終答申を出し、学校給食についても見直し

が求められる。 

 

・３月 学校給食指導の手引き改訂 

・４月 学校給食用米穀の値引き率が一般主

食用政府売渡価格の60％となる。 

・４月 学校給食用牛乳の畜産振興事業団か

らの補助単価が供給日数に応じて３段階と

なる。 

・９月 学校給食法制定30周年記念大会が東

京都九段会館で開催される。席上学校給食優

良学校等・学校給食功労者の顕彰 

 

・３月 （財）京都府学校給食総合センター完成。

事務所を京都市南区上鳥羽藁田10番地にて移転

した。 

・12月６日～12月７日 中日本学校給食研究協議

会が開かれる（京都市）（13府県から約1000名の

参加） 

・12月５日 「学校給食用パンに使用されている

イーストフードの取扱いについて」により、イ

ーストフードの使用を中止する旨市町村等に通

知 

 

・４月 鳥羽高校定時制で完全給食開始 

 

 

 

・４月 朱雀高校定時制で完全給食開始 

・10月４日付７教保第476号教育長通知「中学校に

おける学校給食の普及について」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・３月 「学校給食の手引き」が府教育庁保健体

育課から発行 

・４月 （財）京都府学校給食会に食品検査拡張

工事完成 

・京都府学校給食用牛乳試飲事業始まる。 

・中学校における弁当調査の実施（園部中学校ほ

か４校） 

・10月５日付、０教保第509号府教育長通知「毒入

り清涼飲料水等による事故防止について」 

・美山町立学校給食共同調理場 
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昭和60 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

昭和61 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・１月 「学校給食業務の運営の合理化につい

て（通知）」文体給第57号 昭和60年１月21日

付け、体育局最から都道府県教育委員会教育

長あて）が出される。 

・４月 学校給食用米穀の値引き率が、60％又

は55％となる。 

 １ 60％値引き 

 (１) 新たに平均週１回以上の米飯給食を実

施する学校 

 (２) 平均週2.5回以上の米飯給食を実施す

る学校 

 ２ 55％値引き 

   上記(１)、(２)以外の学校 

・７月 「学校給食における食中毒防止強化月

間」の実施（７/１～７/31） 

・12月 日本体育・学校健康センター法（昭和

60年法第92号）が公布（12/６） 

 日本学校健康会（昭和57年７月26日設立）と

国立競技場（昭和33年４月１日設立）とが統

合 

 

・１月 臨時教育審議会が審議経過の概要（そ

の３）をまとめ、学校給食については家庭と

学校が連携協力することの重要性を踏まえ、

地域の事情等に応じて給食とその教育的意

義のあり方について検討することを提言 

・２月 学校給食実施基準（昭和29年文部省告

示第90号）の一部改正について告示（昭和61

年２月19日文部省告示第16号）、夜間学校給

食実施基準（昭和32年文部省告示第28号）の

一部改正について告示（昭和61年２月l9日文

部省告示第17号）改正の内容は、所要栄養量

の基準の改定 

・３月 特殊法人日本体育・学校健康センター

が設立。日本学校健康会が解散 

・３月 「学校給食の食事内容について」（昭

和61年３月３日付け文体給第76号文部省体

育局長）を通知。「学校栄養職員の職務内容

・５月 学校給食基本調査概要実施率、小学校

100％、中学校 31.0％（京都府） 

    給食費（平均月額） 

     小学校（低） 2,915円 

     小学校（高） 2,924円 

     中学校    3,225円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・３月 「学校給食指導の手引き」（京都府教育委

員会）を発行する。 
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昭和62 

 

 

昭和63 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成元 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成２ 

 

 

について」（昭和61年３月13日付け文体給第 

88 号文部省体育局長）を通知 

・４月 臨時教育審議会が「教育改革に関する

二次答申（61.４.23）」（学校給食を通じて家

庭の教育力の活性化を図る等の内容） 

・６月 臨時行政改革推進審議会が最終答申

（61.６.10）。臨時行政調査会の答申の方向

に添い更に学校給食の合理化等を推進すべ

きことについて指摘 

 

・４月 学校給食米飯導入促進事業において

米飯成型機（おにぎり機械）への助成が開始 

 

・児童生徒数の減少により生ずる余剰教室等

をランチルームに改修する事業への補助等

をランチルームに改修する事業への補助金

が予算化 

・７月 文部省の機構改革により学校給食課

と学校保健課が統合され、学校健康教育課が

発足。「健康教育の推進と学校健康教育課の

設置について」（昭和63年７月１日付け文休

学第118号文部省体育局長）を通知 

・９月 日本体育・学校健康センターに望まし

い食事環境づくり研究委員会、発足 

 

・３月 小学校学習指導要領及び中学校指導

要領改定。学校給食は「特別活動」の「学級

活動」に位置付けされる。 

・11月 「学校給食100周年記念大会」が千葉

県で開催 

・日本体育・学校健康センターの補助として学

校給食流通近代化事業に要する経費が計上 

・学校給食用自主流通米助成金導入 

 （助成率は政府米値引相当額の75％） 

 

・３月 望ましい食事環境づくり研究委員会

の報告書「望ましい食事環境を目指して」を

提出 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・６月24日付２教保第382号、教育長通知「学校給

食における衛生、安全管理の徹底について」 

 

・府内初めてのドライシステムによる木津町学校

給食センター竣工 

・９月13日 ３教保第469号教育長通知「学校給食

用物資の適正な管理について」を出す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・１月 平成元年度米飯給食メニューコンクール

が京都府教育委員会及び京都府の主催で開催 

・第41回全国学校給食研究協議大会が京都で開催 
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平成３ 

 

 

 

 

 

 

 

平成４ 

 

 

 

 

 

 

平成５ 

 

 

 

 

 

平成６ 

 

 

 

 

 

 

平成７ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・４月 新規採用学校栄養職員研修を実施 

・４月 平成元年12月臨時行政改革推進審議

会の「国と地方の関係等に関する答申」に基

づき、「高度へき地学校児童生徒パン・ミル

ク給食費補助」を日本体育・学校健康センタ

ー「学校給食流通近代化事業」の－部として

整理合理化 

 

・４月 中堅学校栄養職員研修を実施 

・米飯学校給食推進特別対策事業の開始 

・７月 「学校給食指導の手引」改訂 

・９月 総務庁から「学校給食業務の運営の合

理化」及び「学校給食用物資安定供給基金の

有効利用」について勧告 

 

・第六次公立義務教育諸学校教職員配置改善

計画開始。（平成５年～平成10年までの六年

計画） 

・10月 第３次臨時行政改革推進審議会最終

答申 

 

・「栄養教育推進モデル事業」が開始 

・学校給食用牛乳供給事業費交付金に「学校給

食用牛乳供給合理化事業」が新たに追加 

・４月 「学校給食事業における安全衛生管理

の徹底について」（平成６年４月22日付け国

体第26号文部省体育局長）を通知 

 

・３月 「学校給食の食事内容について」（平

成７年３月29日付け文体学第131号文部省体

育局長）、「学校給食栄養報告（週報）につい

て」（平成７年３月29日付文体学184号文部省

体育局長）を通知 

・学校給食用脱脂粉乳の輸入について、脱脂粉

・「学校給食指導の手引き」（京都府教育委員会）

を改訂する。 

 

 

・（財）京都府学校給食会 自主流通米の導入開始 
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年 国の事項 府内の事項 

 

 

 

 

平成８ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成９ 

 

 

平成10 

 

 

平成11 

 

平成12 

 

 

 

 

 

平成13 

 

 

 

 

 

 

 

平成14 

 

乳の輸入自由化に伴い、関税暫定措置法等関

係法令が改正され、従来の輸入割当制度から

関税割当制度に移行 

 

・６月 病原性大腸菌O157による食中毒事故

により、児童が死亡するなど各地で大きな被

害が発生 

・７月 文部省が「学校給食における衛生管理

に関する調査研究協力者会議」を設置し、夏

期緊急点検、抽出による食材の点検等を実施 

・８月 「学校環境衛生の基準」の一部改正（学

校給食関係） 

・学校給食用米穀取扱要領の一部改正 

 

・４月 「学校給食衛生管理の基準」が制定。 

 

 

・12月 「小学校学習指導要領」「中学校学習

指導要領」（平成14年度から実施）が改訂 

 

 

 

・４月 学校給食米穀値引き措置が廃止 

・４月 学校給食用牛乳供給事業に入札制度

を導入 

・12月 新食糧法の告示改正により、都道府県

学校給食会は米の直接購入が可能となる。 

 

・平成13年度限りで、日本体育・学校健康セン

ターの学校給食用米加工品、小麦粉、小麦加

工品の取扱を廃止 

 

 

 

 

 

・１月 国産牛肉偽装、鶏肉等の食品表示偽装

事件がおこる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・文部科学省委託（H９～H11） 

美山町「衛生管理推進地域指定事業」 

 

・（財）京都府学校給食会 政府米の取扱廃止 

すべて自主流通米を導入 

 

・宮津高校定時制閉校 

 

・洛北高校定時制閉校 

・山城高校定時制閉校 

 

 

 

 

・京都府指定事業「「食」に関する指導の実践モデ

ル市町村指定事業」（３市３校）を実施 

・文部科学省委嘱「食生活に関する教育実践事業 

 （加茂町） 

・文部科学省学校給食衛生管理巡回指導（宇治市） 

・日本体育・学校健康センター「学校給食におけ

る学校・家庭・地域連携推進事業」（美山町） 

 

・京都府指定事業「「食」に関する指導の実践モデ

ル市町村指定事業」（６市町６校）を実施 
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年 国の事項 府内の事項 

 

 

 

 

平成15 

 

 

 

 

 

平成16 

 

 

 

 

 

 

平成17 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成18 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・12月 独立行政法人日本スポーツ振興セン

ター法が公布 

 

 

・３月 「学校給食衛生管理の基準」が一部改

訂 

・５月 「学校給食における食事内容につい

て」（平成15年５月30日付け文科ス第121号文

部科学省スポーツ・青少年局長）を通知 

 

・１月 中央教育審議会答申「食に関する指導

体制の整備について」が出され、栄養教諭制

度の創設について提言 

・５月 「学校教育法等の一部を改正する法

律」が公布され、栄養教諭制度が創設 

 

 

・３月 「学校給食衛生管理の基準」が一部改

訂 

・４月 栄養教諭制度が施行 

・７月 「食育基本法」制定 

 

 

 

 

 

 

 

・３月 「食育推進基本計画」が政府の食育推

進会議において決定 

・３月 文部科学省スポーツ・青少年局長通知

により、独立行政法人日本スポーツ振興セン

ターが行う学校給食用物資の供給業務が廃

止 

 

 

 

 

・日本体育・学校健康センター「学校給食調理場

実態調査」（桃山養護学校） 

・８月（財）京都府学校給食会が伏見区今町の元

伏見府税事務所跡地に移転 

・第44回全国学校栄養職員研究大会が京都で開催 

・京都府指定事業「「食」に関する指導の実践モデ

ル市町村指定事業」（８市町９校）を実施 

・文部科学省委嘱「安心かつ安全な学校給食推進

事業」（長岡京市） 

 

・京都府指定事業「「食」に関する指導の実践モデ

ル市町村指定事業」（９市町10校）を実施 

・文部科学省委嘱「学校を中心とした食育推進事

業」（長岡京市） 

・文部科学省委嘱「安心かつ安全な学校給食推進

事業」（伊根町） 

 

・京都府指定事業「「食」に関する指導の実践モデ

ル市町村指定事業」（９市町 10校）を実施 

・舞鶴支援学校開校 

・文部科学省委嘱「学校を中心とした食育推進事

業」（長岡京市） 

・「児童生徒の食生活等実態調査」実施 

・食に関する指導実践事例集作成（平成 18 年３

月） 

・「食事でいきいき健康ガイドブック」作成（平成

10～20年度配布） 

 

・京都府栄養教諭の配置開始 

・京都府指定事業「食に関する指導普及推進事業」

（９市町10校）を実施 

・文部科学省委嘱「栄養教諭を中核とした学校・

家庭・地域の連携による食育推進事業」（長岡京

市） 

・文部科学省委嘱「地域に根ざした学校給食推進

事業」（八幡市） 

・文部科学省委嘱「児童生徒の生活習慣と健康等

に関する実践調査研究」（南丹市） 
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年 国の事項 府内の事項 

 

平成19 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成20 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成21 

 

 

 

 

平成22 

 

 

 

 

 

 

・４月 文部科学省が「食に関する指導の手

引」を発行 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・１月 中国冷凍ギョウザが原因と疑われる

健康被害事件が発生。学校給食にも影響。 

・３月 小学校、中学校の新学習指導要領が公

示され、総則に「食育の推進」に関する規定

が盛り込まれる。 

・６月 「学校保健法等の一部を改正する法

律」が公布され、学校給食法も一部改正 

・７月 「学校給食衛生管理の基準」一部改訂 

・９月 事故米の流通、中国での牛乳へのメラ

ミン混入事案により、学校給食の食品の安全

確保について注意喚起がされる 

・10月 「学校給食における食事内容につい

て」（平成20年10月23日付20文科ス第754号ス

ポーツ・青少年局長）を通知 

 

・４月 改正学校給食法が施行されるととも

に、「学校給食実施基準」（平成21年文部科学

省告示第61号）及び「学校給食衛生管理基準」

（平成文部科学省告示第64号）が施行 

 

・３月 「食に関する指導の手引―第一次改訂

版―」発行 

 

 

 

 

 

・栄養教諭の新規採用開始 

・京都府食育推進計画の策定（平成19年１月（平

成19年度から22年度）） 

・京都府指定事業「食に関する指導普及推進事業」

（９市町10校）を実施 

・文部科学省委託「栄養教諭を中核とした学校・

家庭・地域の連携による食育推進事業」（八幡市、

亀岡市） 

・文部科学省委託「地域に根ざした学校給食推進

事業」（福知山市） 

 

・京都府指定事業「食に関する指導普及推進事業

（９市町10校）を実施 

・文部科学省委託「子どもの健康を育む総合食育

推進事業」（八幡市、福知山市） 

・「学校における食育推進に係る実態調査」を実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・京都府指定事業「食に関する指導充実事業」（９

市町11校）を実施 

・文部科学省委託「栄養教諭を中核とした食育推

進事業」福知山市・宮津市が実施 

 

・４月 木津川市立加茂学校給食センター開始 

・京都府指定事業「食に関する指導充実事業」（９

市町12校）を実施 

・八幡支援学校開校 

・桃山養護学校閉校 
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年 国の事項 府内の事項 

 

 

 

 

 

平成23 

 

 

 

 

 

 

 

平成24 

 

 

 

 

平成25 

 

 

 

 

 

 

平成26 

 

 

 

 

平成27 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・３月 東日本大震災に際し、文部科学省より

学校給食施設設備を活用した炊き出しへの

協力要請 

・４月 小学校学習指導要領全面実施 

・第２次食育推進基本計画決定 

 

 

 

・４月 中学校学習指導要領全面実施 

・受給資格者からの申し出により、児童手当か

ら学校給食費等の徴収が可能となる。 

 

 

・１月 「学校給食実施基準」、「夜間学校給食

実施基準」及び「特別支援学校の幼稚部及び

高等部における学校給食実施基準」の一部が

改訂される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

・３月 「学校給食における食物アレルギー対

応指針」発行 

 

 

 

 

 

 

・文部科学省委託「栄養教諭を中核とした食育推

進事業」木津川市・宮津市が実施 

・食育参考資料集「学校における食育の推進」作

成 

 

・第２次京都府食育推進計画の策定（平成23年３

月（平成23年度から27年度）） 

・京都府指定事業「食に関する指導充実事業」（９

市町12校）を実施 

・宇治支援学校開校 

・文部科学省委託「栄養教諭を中核とした食育推

進事業」木津川市・宮津市が実施 

 

・京都府指定事業「食に関する指導充実事業」（11

市町12校）を実施 

・文部科学省委託「栄養教諭を中核とした食育推

進事業」木津川市・京丹波町が実施 

 

・京都府指定事業「食に関する指導充実事業」（11

市町12校）を実施 

・文部科学省委託「栄養教諭を中核とした食育推

進事業」福知山市・京丹波町が実施 

・４月 （財）京都府学校給食会が公益財団法人

に移行 

 

・京都府指定事業「食に関する指導充実事業」（11

市町12校）を実施 

・文部科学省委託「スーパー食育スクール事業」

を福知山市が実施 

 

・第３次京都府食育推進計画の策定（平成28年３

月（平成28年度から32年度）） 

・「学校等における食物アレルギー対応の手引き」

作成（平成29年３月） 

・京都府指定事業「食に関する指導充実事業」（11

市町12校）を実施 

・文部科学省委託「スーパー食育スクール事業」

を福知山市が実施 
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平成28 

 

 

 

 

平成29 

 

 

 

 

 

 

 

平成30 

 

 

 

 

 

平成31 

 

 

令和元 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和２ 

 

 

 

 

 

 

・第３次食育推進基本計画策定 

 

 

 

 

・文部科学省委託事業「つながる食育推進事

業」開始（以降毎年度実施） 

 

 

 

 

 

 

・７月 「学校給食実施基準」、「夜間学校給食

実施基準」及び「特別支援学校の幼稚部及び

高等部における学校給食実施基準」の一部が

改正される。 

 

 

・３月 「食に関する指導の手引―第二次改定

版―」発行 

 

・７月 令和元年７月31日付元文科初第561号

「学校給食費等の徴収に関する公会計化等

の推進について（通知）」発出 

 

 

 

 

 

 

・２月 新型コロナウィルス感染症の拡大に

より、２月下旬から５月連休明けを目途に全

国一斉休校の措置が取られる。 

 

 

 

 

・京都府指定事業「食に関する指導充実事業」（11

市町12校）を実施 

・文部科学省委託「スーパー食育スクール事業」

を福知山市が実施 

 

・「学校等における食物アレルギー対応の手引き」

第８章追加（平成31年３月） 

・８月28日 長岡京市立北部共同調理場開始 

・８月 民間業者による共同調理方式 

ハーベスト（株）宮津工場 開始 

・京都府指定事業「食に関する指導充実事業」（10

市町12校）を実施 

 

・４月１日 長岡京市立南部共同調理場開始 

・１月21日 向日市学校給食センター開始 

・京都府指定事業「食に関する指導充実事業」（10

市町12校）を実施 

・鴨沂高校定時制閉校 

 

・新型コロナ対応として、京都産和牛・地鶏の無

償提供（農林水産部畜産課） 

 

・４月 長岡京市立中部共同調理場開始 

・４月 木津川市立第一学校給食センター新設

（旧木津学校給食センター） 

 ※３月 木津川市立山城学校給食センター閉鎖 

・４月 木津川市立第二学校給食センター（旧加

茂学校給食センターの名称変更） 

・京都府指定事業「食に関する指導充実事業」（10

市町12校）を実施 

 

・第４次京都府食育推進計画の策定（令和３年３

月（令和３年度から７年度）） 

・京都府指定事業「食に関する指導充実事業」（10

市町12校）を実施 

・12月 （公財）京都府学校給食会北部支所廃止 
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令和３ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和４ 

 

 

 

令和５ 

 

 

 

 

 

 

令和６ 

 

 

 

 

令和７ 

・学校給食用牛乳安定需要確保対策事業が変

更され、学乳供給に係る掛増経費の一部補助

から地域振興８法指定地域への供給に対し

て一律0.5円/本に変更される。 

・２月 「学校給食実施基準」、「夜間学校給食

実施基準」及び「特別支援学校の幼稚部及び

高等部における学校給食実施基準」の一部が

改訂される。 

・３月 第４次食育推進基本計画策定 

・７月 新潟県で児童が給食中にパンを詰ま

らせ窒息死した事故をうけ、令和３年７月13

日付事務連絡「学校給食における窒息事故の

防止について（通知）」発出 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・２月 福岡県で児童が給食中にうずら卵を

詰まらせ窒息死した事故をうけ、令和６年２

月27日付事務連絡「学校給食における窒息事

故の防止について」発出 

 

・新型コロナ対応「国産農林水産物等販路多様化

対策事業」ブリ・トリガイ・鶏肉・酒米等学校給

食への無料提供（農林水産部畜産課） 

 

・京都府指定事業「食に関する指導充実事業」（10

市町12校）を実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

・京都府指定事業「食に関する指導充実事業」（10

市町12校）を実施 

・井手やまぶき支援学校開校 

 

・京都府指定事業「食に関する指導充実事業」（10

市町12校）を実施 

・４月 大山崎中学校給食開始 

・９月 精華町防災食育センター開始 

・３月 （公財）京都府学校給食会経営理念・経

営ビジョン・中期経営計画の策定 

 

・４月 京田辺市学校給食センター開始 

・京都府指定事業「食に関する指導充実事業」（10

市町12校）を実施 

 

 

・７月 「京都府学校給食の手引き」(京都府教育

委員会)を改訂する。 

 



 

 

○参考、引用文献 

編集にあたり、本文に記載のあるもののほか、次の文献等を参考又は引用させていただ

きました。（順不同、敬称略） 

・「食に関する指導の手引－第二次改訂版－」（文部科学省） 

・「学校環境衛生管理マニュアル（平成30年改訂版）」（文部科学省） 

・「第４次食育推進基本計画」（農林水産省） 

・「学校給食の手引き」（長野県教育委員会） 

・「学校給食の手引き～運営・管理編～」（熊本県教育委員会） 

・「学校給食の管理と指導【七訂版】」 

（愛知県教育委員会・公益財団法人愛知県学校給食会） 

・「栄養教諭のための教職実践演習・栄養教育実習ノート」編集代表・田中延子 

（学建書院） 

・「特別支援学校における給食の在り方について」(平成29年３月) 

（京都府立特別支援学校研究会 栄養教諭・学校栄養職員研究会) 

・「特別支援学校における給食の在り方について～個々の幼児児童生徒の実態に合わせ

た食事の在り方（具体的な配慮）について～」（平成30年３月） 

（京都府立特別支援学校研究会 栄養教諭・学校栄養職員研究会） 

  

 

○作成協力者（順不同、敬称略。所属は令和７年３月末現在） 

・京都府立向日が丘支援学校   栄養教諭  栄浪 淳子 

・京都府立盲学校         栄養教諭  後藤 純子   

・京都府立聾学校       栄養教諭  髙橋 正子 

・学校給食衛生管理指導者         山岡 由依 

   ・学校給食衛生管理指導者          中村 節子 

   ・学校給食衛生管理指導者          植田 理恵 

・令和６年度京都府学校給食研究会栄養教諭・学校栄養職員部 

・公益財団法人京都府学校給食会 
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